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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 第78期、第79期及び第80期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失であるため、
記載しておりません。 

３ 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により
両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株および
種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりました。 

  当社は第82期の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計処理」(平成13年
３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号)に準じた会計処理を適用しました。 

  具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業としたパーチェ
ス法により連結財務諸表を作成しております。 

  取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるた
め、第82期の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 61,809 55,907 58,070 53,695 43,071

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △9,658 △4,284 797 1,699 7,469

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △6,686 △1,874 △417 294 4,005

純資産額 (百万円) 29,304 27,075 26,541 26,796 34,008

総資産額 (百万円) 89,560 79,396 84,383 66,476 93,029

１株当たり純資産額 (円) 521.08 482.25 472.94 477.80 194.29

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △118.88 △33.34 △7.44 5.25 22.88

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 4.92 21.33

自己資本比率 (％) 32.7 34.1 31.5 40.3 36.6

自己資本利益率 (％) ― ― ― 1.1 13.2

株価収益率 (倍) ― ― ― 112.7 44.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,442 △678 2,854 3,671 6,558

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,610 602 △5,003 5,421 9,751

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,072 △1,176 1,803 △11,998 △2,200

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 17,516 16,099 15,455 12,570 19,579

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
3,421 
(482)

3,327
(381)

3,387
(327)

2,990 
(299)

6,360
(328)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第80期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、転換社債の潜在株式を調整した計算により１株当たりの

当期純利益金額が減少しないため、記載しておりません。 

また、第78期、第79期及び第81期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、１株当たり当期純損失である

ため、記載しておりません。 

３ 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により

両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株および

種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりました。 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 54,595 51,005 54,321 50,572 56,967

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △9,764 △3,957 1,124 737 4,705

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) △6,216 △1,763 158 △352 6,078

資本金 (百万円) 9,560 9,560 9,560 9,560 9,560

発行済株式総数 (株) 56,246,174 56,246,174 56,246,174 56,246,174 175,246,174

純資産額 (百万円) 26,701 24,952 25,396 25,062 36,337

総資産額 (百万円) 81,614 73,245 79,000 62,102 84,642

１株当たり純資産額 (円) 474.79 444.45 452.54 446.89 207.59

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △110.53 △31.38 2.83 △6.28 52.67

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 47.45

自己資本比率 (％) 32.7 34.1 32.1 40.4 42.9

自己資本利益率 (％) ― ― 0.6 ― 19.8

株価収益率 (倍) ― ― 187.6 ― 19.3

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
(ほか平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,007 
(275)

1,613
(216)

1,298
(173)

1,136 
(144)

1,543
(195)



２ 【沿革】 

  

明治24年７月 吉村商会と称し通信機器類の製造販売を開始 

昭和13年11月 吉村商会からその後分離独立した明昭電機株式会社及び東洋無線電信電話株式会社

の両者が合併して東洋通信機株式会社を設立 

昭和24年11月 企業再建整備法に基づき、従来の東洋通信機株式会社を解散し、その現物出資によ

る第二会社として東通電気株式会社(資本金6,000万円)を設立 

昭和27年11月 東洋通信機株式会社と商号を変更 

昭和35年６月 人工水晶の量産を開始 

昭和46年８月 東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和48年８月 トヨコム商事株式会社を設立(現・連結子会社) 

昭和55年３月 アメリカにTOYOCOM U.S.A., INC.を設立(現・連結子会社) 

昭和61年８月 株式会社トヨコムシステムズを設立(現・連結子会社) 

昭和63年５月 タイに合弁会社 ORIENTAL  ELECTRONICS  DEVICE  CO.,LTD.( 現・EPSON  TOYOCOM

(THAILAND)LTD.)を設立(現・連結子会社) 

平成６年４月 シンガポールにTOYOCOM ASIA PTE.LTD.を設立(現・連結子会社) 

平成７年８月 香港にTOYOCOM HONG KONG LIMITEDを設立(現・連結子会社) 

平成８年４月 インドネシアにPT.TOYOCOM INDONESIA(現・PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA)を設立

(現・連結子会社) 

平成12年６月 アメリカにTOYOCOM DEVICES OF AMERICA,INC.(現・EPSON TOYOCOM SEATTLE,INC.)を

設立(現・連結子会社) 

平成13年７月 中国に東洋通信機(無錫)有限公司(現・愛普生拓伏科梦水晶元器件(無錫)有限公司)

を設立(現・連結子会社) 

平成14年６月 本店を神奈川県川崎市に移転 

平成15年９月 中国に東洋通(上海)貿易有限公司を設立(現・連結子会社) 

平成17年10月 当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割によ

り両社の水晶事業を統合し、商号をエプソントヨコム株式会社に変更 

分社型吸収分割に伴いEPSON PRECISION(MALAYSIA)SDN.BHD.(現・EPSON TOYOCOM 

MALAYSIA SDN.BHD.)の株式を承継(現・連結子会社) 

平成18年６月 本店を東京都日野市に移転 



３ 【事業の内容】 

当社は、セイコーエプソン株式会社の子会社であり、同社は「情報関連機器、電子デバイス、精密機器などの開

発、製造、販売」を主な事業としております。 

当社グループは、当社及び連結子会社12社により構成され、「水晶振動子、水晶応用製品、SAWデバイス及び光デバ

イス等の水晶関連製品の製造、販売」を主な事業としております。 

  

当事業については、当社で製造販売するほか、連結子会社EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.、愛普生拓伏科梦水晶

元器件 (無錫 )有限公司、PT.EPSON  TOYOCOM  INDONESIA、EPSON  TOYOCOM(THAILAND)LTD.、及び EPSON  TOYOCOM 

SEATTLE,INC.よ りその製品の一部を購入しており、親会社の海外生産子会社である EPSON  PRECISION

(PHILIPPINES),INC.、SUZHOU EPSON CO.,LTD.、及び親会社の国内生産子会社であるオリエント時計株式会社、エプソ

ンアトミックス株式会社より材料・部品の一部を購入しております。 

また、海外販売子会社TOYOCOM U.S.A.,INC.、TOYOCOM ASIA PTE.LTD.、東洋通(上海)貿易有限公司、及びTOYOCOM 

HONG KONG LIMITEDは、その販売機能をすべて親会社の海外販売子会社EPSON ELECTRONICS AMERICA,INC.、EPSON 

EUROPE ELECTRONICS GMBH、EPSON HONG KONG LTD.、EPSON SINGAPORE PTE.LTD.、及びEPSON TAIWAN TECHNOLOGY & 

TRADING LTD.に移管し、それぞれ解散決議を行い、現在清算手続中であります。 

  

なお、当社グループの製品等の輸送等物流業務並びにその他サービス事業については、連結子会社トヨコム商事株

式会社に、ソフトウェア等製作については、連結子会社株式会社トヨコムシステムズにその一部を委託しておりま

す。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

○連結子会社 

  

  

トヨコム商事株式会社 … 当社製品の販売・輸送・物流・その他サービスの受託 
株式会社トヨコムシステムズ … プログラムソフト作成業務の受託 
EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. … 水晶製品の製造、販売 
愛普生拓伏科梦水晶元器件(無錫) 
有限公司 

… 水晶製品の製造、販売 

PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA … 水晶製品の製造、販売 
EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD. … 水晶製品の製造、販売 
EPSON TOYOCOM SEATTLE,INC. … 水晶製品の製造、販売 
TOYOCOM U.S.A.,INC. … (清算手続中) 
TOYOCOM ASIA PTE.LTD. … (清算手続中) 
東洋通(上海)貿易有限公司 … (清算手続中) 
TOYOCOM HONG KONG LIMITED … (清算手続中) 
東通水晶株式会社 … (休眠会社) 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 議決権の所有割合欄の(内書)は間接所有であります。 

２ 上記のうち連結子会社であるEPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.、愛普生拓伏科梦水晶元器件(無錫)有限公司、PT.EPSON 

TOYOCOM INDONESIA、及びEPSON TOYOCOM SEATTLE,INC.は特定子会社であります。 

３ 上記のうち親会社であるセイコーエプソン株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。 

４ 上記子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分の10以下であるた

め主要な損益情報等の記載を省略しております。 

５ 平成18年３月末日までに上記子会社の会社名を次のとおり変更しました。 

  

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(親会社)    

セイコーエプソン株式会社 
         (注)３ 東京都新宿区 53,204

情報関連機器、電
子デバイス、精密
機器などの開発、
製造、販売 

― 68.26
当社製品の販売並びに同社
製品の一部につき購入。 
役員の兼任 １名 

(連結子会社)    

トヨコム商事株式会社 神奈川県 
高座郡寒川町 34

当社製品の販売・
輸送・物流・その
他サービスの受
託。 

100 ―

当社製品の販売・輸送・物
流・その他サービスの受
託。 
役員の兼任 ３名 

株式会社 
トヨコムシステムズ 

神奈川県 
高座郡寒川町 10

プログラムソフト
作成業務の受託。 100 ―

プログラムソフト作成業務
の受託。 
役員の兼任 １名 

EPSON TOYOCOM MALAYSIA 
SDN.BHD. 
       (注)２、５ 

マレーシア 
ペタリンジャヤ 

千マレーシア
リンギット 
16,000 

水晶機器製造、販
売 100 ― 水晶機器の製造、販売 

愛普生拓伏科梦水晶元器件 
(無錫)有限公司 
     (注)１、２、５ 

中華人民共和国
・江蘇省無錫市 

千人民元
82,767 

水晶機器製造、販
売 

100
(15)

―
水晶機器の製造、販売。 
役員の兼任 ３名 

PT.EPSON  
TOYOCOM INDONESIA 
       (注)２、５ 

インドネシア・
バタム 

千米ドル
10,000 

水晶機器製造、販
売 100 ―

水晶機器の製造、販売。 
役員の兼任 ４名 

EPSON TOYOCOM 
(THAILAND)LTD. 
         (注)５ 

タイ・チェチェン
サオ 

千バーツ
200,000 

水晶機器製造、販
売 100 ―

水晶機器の製造、販売。 
役員の兼任 １名 

EPSON TOYOCOM  
SEATTLE, INC. 
     (注)１、２、５ 

米国・ 
ワシントン州 

千米ドル
15,000 

水晶機器製造、販
売 

100
(26.7)

―
水晶機器の製造、販売。 
役員の兼任 ３名 

TOYOCOM U.S.A.,INC. 米国・ 
カリフォルニア 

千米ドル
100 

――

(清算手続中) 
100 ―

― 
役員の兼任 １名 

TOYOCOM ASIA PTE.LTD. シンガポール 千米ドル
193 

――

(清算手続中) 
100 ―

― 
役員の兼任 １名 

東洋通(上海)貿易有限公司 中華人民共和国
・上海市 

千人民元
1,655 

――

(清算手続中) 
100 ―

― 
役員の兼任 ２名 

TOYOCOM HONG KONG 
LIMITED 香港 千香港ドル

1,500 
――

(清算手続中) 
100 ―

― 
役員の兼任 ２名 

東通水晶株式会社 神奈川県 
高座郡寒川町 10

――

(休眠会社) 
100 ―

― 
役員の兼任 ４名 

現会社名   旧会社名 

EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD.   EPSON PRECISION(MALAYSIA)SDN.BHD. 

愛普生拓伏科梦水晶元器件(無錫)有限公司   東洋通信機(無錫)有限公司 

PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA   PT.TOYOCOM INDONESIA 

EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD.   ORIENTAL ELECTRONICS DEVICE CO.,LTD. 

EPSON TOYOCOM SEATTLE, INC.   TOYOCOM DEVICES OF AMERICA,INC. 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の平均雇用人員でありま

す。 

３ 事業の種類別セグメントについて記載を省略している為、従業員数は全社(共通)としております。 

４ 従業員数には、平成17年10月１日の水晶事業の統合に伴う、セイコーエプソン株式会社から当社への出向者485名及び海

外生産子会社の従業員2,443名が含まれております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４ 従業員数には、平成17年10月１日の水晶事業の統合に伴う、セイコーエプソン株式会社から当社への出向者485名が含ま

れております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は次のとおりであります。 

  

区分 従業員数(名)

全社(共通) 
6,360
(328) 

合計 
6,360
(328) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

1,543(195) 40.0 18.2 5,062

名称 東洋通信機労働組合 

所属人員 818名 

所属上部団体 全日本電機機器労働組合連合会 

労使関係 特記すべき紛争を起したことなく、穏健な労使関係を維持しております。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期の国内経済情勢は、長い停滞期を脱し、雇用の回復に下支えされた個人消費や民間企業の設備投資が高水準

を持続したことなどにより、好調に推移しました。また、海外では減速感はあるものの、米国景気は堅調を維持し

ております。このような景況下での、当社グループの当期の営業の概況は、携帯電話市場における堅調な需要と、

パソコン・デジタル家電市場の活況に支えられて、業績の伸長を達成することができました。 

また、平成17年６月29日開催の第81期定時株主総会において、セイコーエプソン株式会社の水晶事業との統合に

ついてご承認をいただきましたが、予定どおり平成17年10月１日に事業統合を実施いたしました。 

事業統合を機に、水晶デバイス専業メーカーとして新たなスタートを切るべく、社名をエプソントヨコム株式会

社と変更するとともに、次のような諸施策を実行に移しました。 

販売面においては、国内の販売拠点を統合するとともに、海外顧客に対しては、一部を除きセイコーエプソン株

式会社の海外販売子会社を通じて製品を販売するように商流を改めました。 

生産面においては、タイおよび中国の生産子会社を100％子会社化するとともに、コスト改善を全拠点において実

施し、一定の成果を上げることができました。 

技術面においても、両社のテクノロジーの交流と統合を活発に行い、品質の一層の改善と新製品の開発スピード

の向上を実現いたしました。その他、社内の情報システムインフラの整備統合を加速させるため、この分野への投

資も積極的に行い、業務の効率化を図りました。 

また、平成18年２月24日に、セイコーエプソン株式会社との間で、平成18年４月１日をもって同社の光学デバイ

ス事業を譲り受ける営業譲渡契約を締結し、オプトデバイス事業においても事業統合を進めることといたしまし

た。 

以上の成果として、売上高は43,071百万円、経常利益は7,469百万円、当期純利益は4,005百万円となりました。 

  

当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分

割により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式

99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりま

した。 

当社は当連結会計年度の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計

処理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号）に準じた会計

処理を適用しました。 

具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業とした

パーチェス法により連結財務諸表を作成しております。 

取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけら

れるため、当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっており、

前連結会計年度との対比の記載はしておりません。 



１ 事業の種類別セグメント 

事業の種類別セグメントについては、「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(１)連結財務諸表 注記事

項(セグメント情報)事業の種類別セグメント情報 当連結会計年度」に記載のとおり、全セグメントの売上高の

合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製造」の割合がいずれも90％を超えている

ため、記載を省略しております。 

２ 所在地別セグメント 

① 日本 

各種携帯端末機器およびデジタル家電機器用の水晶振動子等の需要が順調に推移したことに加え、生産面に

おいて一定のコスト改善が図られた結果、売上高41,065百万円、営業利益5,409百万円となりました。 

② 北米 

セイコーエプソン株式会社の販売子会社を通じて製品を販売するように商流を改めたことにより、外部顧客

に対する売上高は縮小し、売上高806百万円、営業利益106百万円となりました。 

③ アジア等 

外部顧客に対する売上高については商流の変更により縮小したものの、水晶振動子等の需要の順調な推移に

対応してアジア地域での生産は拡大し、内部売上高が伸長しました。コスト面においても一定の改善が図ら

れ、結果として売上高1,199百万円、営業利益328百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは6,558百万円の収入となりました。これは税金等調整前当

期純利益や減価償却費等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは9,751百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローに

は、企業結合による増加高12,217百万円(平成17年10月１日の事業統合日における旧東洋通信機株式会社の現金及び

現金同等物)が含まれており、これを除いた投資活動によるキャッシュ・フローのうち主なものは有形固定資産の取

得による支出、子会社株式等の取得による支出等であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは2,200百万円の支出となりました。これは長期借入金の返済等によるもので

あります。 

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は期首に比べ14,252百万円増加し、19,579百万円

となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっておりますことから前年同期比の記載をしておりま

せん。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

項目 金額(百万円) 前年同期比(％) 

生産高 42,093 ―

受注高 44,568 ―

販売高 43,071 ―

相手先

当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 

EPSON SINGAPORE PTE.LTD. 5,821 13.5

EPSON HONG KONG LTD. 4,646 10.8



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは平成17年10月１日より、セイコーエプソン株式会社の水晶事業と事業統合し、「エプソントヨコム

株式会社」として新たな一歩を踏み出しました。また本年４月１日にはセイコーエプソン株式会社の光学デバイス事

業を譲り受け、オプトデバイス事業においても事業統合を進めてまいります。 

今後は、事業統合効果を更に発揮して、得意分野を一層強化するとともに、新商品の開発、生産ラインの効率化、

グローバルな販売体制の強化などを徹底させてまいります。 

具体的な基本事業戦略としては、「TD：Timing Devices(水晶振動子、水晶発振器など)」「SD：Sensing Devices

(ジャイロセンサなど)」「OD：Optical Devices(光学部品など)」の３つのデバイスを中核として、それぞれのデバイ

スの高付加価値化を追求するとともに、３つのデバイスを融合しモジュール化する方向での高付加価値化も同時に追

求する3D(スリーディ)戦略を推し進めてまいります。 

また、戦略遂行を成就させるための不可欠な条件として、コア技術と知的財産に裏付けられた差別化技術、高品質

かつコスト競争力のある商品作り、そして相互のテクノロジーの交流から生まれる新事業領域の拡大といった点にも

リソースを集中し、中長期的な成長を確実にしてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社は、当社グループの事業展開上リスクとなる可能性のある主な要因として、下記のとおり認識しており、これ

らリスク発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。 

なお、下記の記載は、当社グループの事業に関する全てのリスクを網羅したものでなく、かつ文中における将来に

関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 市況 

当社グループはエレクトロニクス業界に属しており、デジタル家電市場や携帯電話機市場向けの電子部品を中心

とした水晶機器事業を展開しております。当社グループでは市場の変化を速やかに察知し、事業の選択と集中に努

めておりますが、景気変動に伴う個人消費や企業の設備投資の動向等が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(2) 価格競争 

当社グループは事業を展開する市場において激しい競争にさらされており、光デバイス等の製品価格が低下する

傾向にあります。当社グループでは、高付加価値製品の投入やコスト削減等による収益力の向上に努めております

が、競争の更なる激化や長期化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 海外展開 

当社グループは、市場のグローバル化に対応して、生産及び販売拠点を海外に展開しており、今後も積極的に行

う方針であります。このため、為替変動、進出国の経済動向及び政治・社会情勢の変化が当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(4) 在庫リスク 

当社グループは、得意先の短納期要求に対応して、受注生産を基本に生産革新活動によるリードタイム短縮等を

図り棚卸資産の効率化に努めておりますが、得意先の需要予測の変動等によっては、在庫リスクを抱える恐れがあ

ります。このため、定期的な製品統廃合等の実施により棚卸資産の適正化に努めていることから、棚卸資産処分費

用等の発生が見込まれます。 

(5) 退職給付債務 

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産及び退職

給付信託の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変

更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識

される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。今後の割引率の低下や運用利回りの悪化は当社グループの業

績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度の研究開発活動は、開発部門が中期計画に則って将来の商品開発及びこれに付随した要素技術の開

発を行い、技術部門が要素技術を新商品に展開し、顧客の多様な要求に対応しております。 

当連結会計年度における研究開発費は354百万円であり、主な研究開発活動は、以下の通りであります。 

１ 次世代角速度センサの開発 

２ 小型AT振動子の技術開発 

３ デジタルジャイロモジュールの開発 

４ 圧力センサの開発 

なお、当連結会計年度の研究開発費の金額は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の金額であり

ます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割

により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式

99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社となりまし

た。 

当社は当連結会計年度の連結財務諸表の作成にあたり、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計処

理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号)に準じた会計処理を

適用しました。 

具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業としたパ

ーチェス法により連結財務諸表を作成しております。 

この結果、資本連結手続上「負ののれん」が発生しており、連結貸借対照表では連結調整勘定に計上しておりま

す。連結調整勘定は５年間で均等償却しており、連結損益計算書では営業外収益に計上しております。詳細につきま

しては、「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］(１)連結財務諸表 追加情報 (パーチェス法の適用)」に記載

のとおりであります。 

(1) 財政状態及び経営成績 

① 財政状態 

当連結会計年度末の資産合計は93,029百万円となりました。平成17年10月１日の事業統合日の資産合計は、取

得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業の資産額22,391百万円に被取得企業である当社(旧東洋通信機

株式会社)の資産額64,722百万円を受入れた結果、87,113百万円であったため、当連結会計年度では実質的には

5,915百万円の増加となりました。これは事業統合後の営業活動に伴い、受取手形及び売掛金等が増加したことに

よるものであります。 

当連結会計年度末の負債合計は59,020百万円となりました。当連結会計年度においては、事業統合後の営業活

動に伴い、支払手形及び買掛金の増加等はありましたものの、借入金の一部を返済するなど負債の圧縮にも努め

ました。なお、資本連結手続上発生した「負ののれん」は固定負債の連結調整勘定に計上しております。 

当連結会計年度末の資本合計は34,008百万円となりました。 

② 経営成績 

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっており、売上高

は43,071百万円、経常利益は7,469百万円、当期純利益は4,005百万円であります。 

詳細につきましては、「第２［事業の状況］１［業績等の概要］」を参照願います。 

  

(2) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

当社は、従来から、主に営業活動から生み出される資金と社債や銀行借入により事業資金をまかなっています。 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益や減価償却費等により6,558百万

円の収入となりました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは9,751百万円の収入となりましたが、これに含

まれる企業結合による増加高12,217百万円(平成17年10月１日の事業統合日における旧東洋通信機株式会社の現金及

び現金同等物)を除くと投資活動によるキャッシュ・フローは実質的には、2,466百万円の支出となります。以上の

ことから営業活動による資本の財源は十分に確保されており、長期借入金の返済等を実施したため、財務活動によ

るキャッシュ・フローは2,200百万円の支出となりました。 

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は19,579百万円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額は2,852百万円であり、所要資金については自己資本を充当しました。主なものは水晶

振動子生産設備、TCXO生産設備及び工場フロア増設等であります。 

生産能力に影響を及ぼす重要な除却、売却等はありません。 

なお、当連結会計年度の設備投資額は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の金額であります。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 土地面積欄の(外書)は、借用中のものであります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 上記金額は、連結調整後の金額であります。 

  

(2) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
土地面積 
(千㎡) 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名) 

土地
建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

工具・
器具及び
備品 

合計 

本社 
(東京都日野市) 

本社機能 ― ― 25 ― 7 33 
228
(19)

湘南事業所 
(神奈川県高座郡寒川町) 

生産、設計 
及び開発設 
備他 

104 6,560 2,442 201 104 9,308 
137
(10)

伊那事業所 
(長野県上伊那郡箕輪町) 

生産設備他 
39 
(1)

125 3,519 5,082 482 9,211 
479
(18)

保原事業所 
(福島県伊達市保原町) 

生産設備他 
35 
(5)

401 561 1,084 96 2,143 
308
(62)

小高事業所 
(福島県南相馬市小高区) 

生産設備他 
44 
(0)

255 815 1,617 73 2,762 
144
(22)

宮崎事業所 
(宮崎県宮崎郡清武町) 

生産設備他 37 220 939 669 100 1,928 
213
(70)

会社名 
(所在地) 

設備の内容 
土地面積 
(千㎡) 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名) 

土地
建物及び
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

工具・
器具及び
備品 

合計 

EPSON TOYOCOM  
MALAYSIA SDN.BHD. 
(マレーシア・ 
ペタリンジャヤ) 

生産設備他 32 373 458 3,091 129 4,053 2,443

愛普生拓伏科梦水晶元器件 
(無錫)有限公司 
(中華人民共和国・ 
江蘇省無錫市) 

生産設備他 ― ― 449 128 1,137 1,714 404

PT.EPSON TOYOCOM  
INDONESIA 
(インドネシア・バタム) 

生産設備他 13 132 195 167 18 514 576

EPSON TOYOCOM(THAILAND) 
LTD. 
(タイ・チェチェンサオ) 

生産設備他 38 145 528 905 16 1,595 1,067

EPSON TOYOCOM SEATTLE, 
INC. 
(米国・ワシントン州) 

生産設備他 34 52 563 983 1 1,602 5



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

提出会社 
宮崎事業所 
(宮崎県宮崎郡 
清武町) 

音叉型水晶振動
子の生産設備、
造排水処理装置 

3,000 ― 自己資金
平成18年
３月 

平成18年 
６月 

生産能力
約30％増 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権付社債の株式への転換によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

２ 甲種種類株式の内容は次の通りであります。 

１. 劣後配当金 

(1) 劣後期末配当金 

① 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)また

は普通株式の登録株式質権者(以下、「普通登録株式質権者」という。)に対する普通期末配当金が、１株につき２

円に満たない場合は、同日最終の株主名簿に記載または記録された甲種種類株式を有する株主(以下、「甲種種類株

主」という。)または甲種種類株式の登録株式質権者(以下、「甲種種類登録株式質権者」という。)に対して、期末

配当金(以下、「劣後期末配当金」という。)を支払わない。 

② 毎年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された普通株主または普通登録株式質権者に対する普通期末配当

金が、１株につき２円以上の場合、同日最終の株主名簿に記載または記録された甲種種類株主または甲種種類登録

株式質権者に対して、１株につき年50円を上限として劣後期末配当金を支払うことができる。 

(2) 劣後中間配当金 

 前項の劣後期末配当金の２分の１を限度として、取締役会で決める金額。 

２. 種類株式の取得・消却 

当社は、分配可能額をもって、いつでも甲種種類株式の一部または全部を取得し、消却することができる。 

３. 新株予約権等 

当社は、法令に定める場合を除き、甲種種類株式について株式の併合または分割を行わない。当社は、甲種種類株主に

は募集株式の割当てを受ける権利、募集新株予約権の割当てを受ける権利または新株予約権付社債の引受権を与えず、

また、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 680,000,000

甲種種類株式 20,000,000

計 700,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 155,246,174 155,246,174
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

甲種種類株式 20,000,000 20,000,000 ― (注)２ 

計 175,246,174 175,246,174 ― ― 



４. 取得請求権 

(1) 甲種種類株主は、平成17年10月１日から平成27年９月30日までの間(以下、「取得を請求し得べき期間」という。)い

つでも、以下の条件で、当社が普通株式を交付するのと引換えに、甲種種類株式を取得するよう当社に請求すること

ができる。 

(2) 当初引換比率は、1.00(甲種種類株式１株につき普通株式１株)とする。 

(3) ① 甲種種類株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、引換比率を次に定める算式(以下、「引換比率調整式」

という。)により調整するものとする。調整後引換比率は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り

上げる。 

本項における時価とは、調整後引換比率の適用の基準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社

東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日を除い

た平均値とする。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する)とする。ただし、当社の普通

株式が調整後引換比率の適用の基準となる日に先立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合に

は、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当

社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する)をもって、本項の時価とみなす。 

  

ⅰ) 引換比率調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行(無償割当てを含む)または処分する

場合 

調整後引換比率は、当該発行する株式の払込期日以降、または募集のための基準日がある場合は、その日の翌

日以降これを適用する。 

ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後引換比率は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、分配可能額から資本に組

み入れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する

場合で、当該分配可能額の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための基準日

とする場合には、調整後引換比率は、当該分配可能額の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以

降にこれを適用する。 

ⅲ) 株式の併合により普通株式数を変更する場合 

調整後引換比率は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。引換比率調整式で使用する新規発行普通株

式数は、減少する普通株式数を負の値で表示し、これを使用するものとする。 

ⅳ) 引換比率調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付と引換えに取得させることのでき

る証券、または引換比率調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株

予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む)を発行(無償割当てを含む)または処分する場合 

調整後引換比率は、その発行日に、または募集のための基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証

券の全額が引換えまたは全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降またはその募集

のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、取得価額または新株予約権の行使に際して払込をなすべ

き１株当たりの価額がその発行日または募集のための基準日において確定しない場合、調整後引換比率は、取

得価額または新株予約権の行使価額が決定される日に、発行される証券の全額または全ての新株予約権が行使

されたものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

② 上記ⅰ) 乃至ⅳ) に掲げる場合のほか、合併または会社の分割等により引換比率の調整を必要とする場合には、

取締役会が適当と判断する引換比率に変更される。 

③ 引換比率調整式で使用する調整前引換比率は、調整後引換比率を適用する前日において有効な引換比率とする。 

④ 引換比率調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある場合はその日、基準日がない場合は調整後引換比

率を適用する日の１ヶ月前の日における既発行普通株式数とする。 

  

  
調整後 
引換比率 

  

  
＝ 

  

  
調整前 
引換比率 

  

  
÷ 

  
既発行 
普通株式数

＋

新規発行
普通株式数

×
１株当たり
払込金額 

１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



⑤ 引換比率調整式により算出された調整後引換比率と調整前引換比率との差が0.01未満にとどまる場合は、引換比

率の調整は行わない。ただし、その後引換比率の調整を必要とする事由が発生し、引換比率を算出する場合に

は、引換比率調整式中の調整前引換比率に代えて調整前引換比率からこの差を加除した比率を使用する。 

(4) 引換請求により発行すべき普通株式数 

甲種種類株式の引換請求により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。 

 発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端株が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行

わない。 

５. 取得条項 

当社は、甲種種類株式の取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかった甲種種類株式を、同期間の末日の翌日以降

の、取締役会で定める日をもって、同株式１株につき上記４.で定める引換比率を乗じて得られる数の普通株式を交付す

るのと引換えに、取得することができる。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

  

(注) 本社債を繰上償還する場合または当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、償還日または期限の利益喪失日以降

本新株予約権を行使することはできない。また、各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

 引換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
甲種種類株主が引換請求のために
提出した甲種種類株式数 

× 引換比率

130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債型新株予約権付社債

  
事業年度末現在
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数(個) 54 54 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,705,882 12,705,882 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり425円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年１月４日～
平成21年12月10日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   425
資本組入額  213 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本社債と本新株予約権のうち
一方のみを譲渡することはで
きない。 

同左 

新株予約権付社債の残高(百万円) 5,400 5,400 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収分割により両

社の水晶事業を統合いたしました。事業統合に際し、当社がセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株および種類

株式20,000,000株を割当交付したことによる増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式203,574株は、「個人その他」に203単元、「単元未満株式の状況」に574株含まれております。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も203,574株であります。 

２ 上記「その他の法人」には、甲種種類株式が20,000単元及び証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

119,000,000 175,246 ― 9,560 4,713 14,264

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 45 34 105 71 5 7,894 8,154 ―

所有株式数 
(単元) 

― 13,343 4,307 126,088 9,194 17 21,599 174,548 698,174

所有株式数 
の割合(％) 

― 7.64 2.47 72.23 5.27 0.01 12.38 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 甲種種類株式は、議決権を有する株式であるため、所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合につきまし

ては、甲種種類株式を含めて算出しております。 

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)及び三菱UFJ信

託銀行株式会社(信託口)の所有株式は信託業務に係る株式であります。 

３ 当社は、平成17年10月１日付でセイコーエプソン株式会社の水晶事業を吸収分割により承継するにあたり、その対価とし

て普通株式99,000,000株および種類株式20,000,000株をセイコーエプソン株式会社に割当交付いたしました。これによ

り、平成17年10月１日をもってセイコーエプソン株式会社が当社の親会社となり、従来筆頭株主であった日本電気株式会

社が第二位の株主となりました。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

セイコーエプソン株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 119,000 67.90

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 6,249 3.57

大和証券エスエムビーシー 
株式会社 

東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 3,376 1.93

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,995 1.71

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス 
ジー(常任代理人 株式会社三
菱東京UFJ銀行 カストディ業
務部) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号) 

2,892 1.65

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,451 0.83

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町
一丁目２番10号 

1,253 0.71

ドレスナー バンク エージー 
フランクフルト エクイテイー 
ズ カスタマーズ アカウント 
(常任代理人 株式会社三菱東 
京UFJ銀行 カストディ業務部) 

JURGEN-PONTO-PLATZ 1,D-60301
FRANKFURT/MAIN,GERMANY 
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号) 

1,000 0.57

三菱UFJ信託銀行株式会社 
(信託口) 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 854 0.49

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南一丁目３番１号 796 0.45

計 ― 139,866 79.81



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式574株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 普通株式 203,000

完全議決権株式(その他) 
普通株式 154,345,000 154,345

〃 
甲種種類 
株式 

20,000,000 20,000

単元未満株式 普通株式 698,174 ― 〃 

発行済株式総数 175,246,174 ― ― 

総株主の議決権 ― 174,345 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
エプソントヨコム 
株式会社 

川崎市幸区塚越三丁目 
484番地 

203,000 ― 203,000 0.12

計 ― 203,000 ― 203,000 0.12



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は継続して経営の改善と効率化推進により適正利潤の確保に努め、株主への利益還元の維持・向上を重要課題

と認識しております。これに加えて経営基盤を強化するための内部留保の増強もまた基本的経営方針としておりま

す。 

当期の当社グループの業況は堅調に推移し、期初の累積損失も解消いたしました。しかしながら、水晶デバイス業

界におけるリーディングカンパニーの地位を確実なものにするためには、多額の設備投資、研究開発投資が不可欠で

あり、来期がその最も重要な時期であると判断し、今期末配当は見送らせていただきました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価については、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 785 498 758 690 1,210

最低(円) 293 267 296 383 411

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 830 813 945 1,168 1,210 1,060

最低(円) 674 681 792 811 960 965



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 加々美 健 雄 昭和18年11月18日生

昭和41年４月 松島工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社 

4

平成２年６月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス営業部長 

平成５年４月 Epson Precision (Malaysia)  

SDN. BHD.出向 社長 

平成９年４月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス事業部長 

平成10年６月 同社取締役水晶デバイス事業部長 

平成16年11月 同社常務取締役水晶デバイス事業

部長 

平成17年６月 当社代表取締役社長(現任) 

代表取締役 
専務取締役 ― 宮 沢   要 昭和23年11月10日生

昭和49年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社 

4

平成元年３月 セイコーエプソン株式会社生産技

術部長 

平成３年２月 同社TFT部長 

平成７年４月 同社液晶表示体設計部長 

平成８年11月 同社水晶デバイス設計技術部長 

平成14年４月 同社水晶デバイス開発設計部長 

平成15年10月 同社水晶デバイス事業部副事業部

長兼デバイス戦略推進部長 

平成17年４月 同社水晶デバイス事業部副事業部

長兼水晶デバイス統合プロジェク

ト部長 

平成17年６月 当社代表取締役専務取締役(現任) 

常務取締役 ― 伊 藤 一 紀 昭和25年７月１日生

昭和48年４月 高木工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社 

―

平成７年４月 Epson Hong Kong Limited(香港)

出向 副社長 

平成９年12月 Epson Hong Kong Limited(香港)

出向 社長 

平成13年４月 セイコーエプソン株式会社電子デ

バイス営業本部副本部長兼電子デ

バイス東京営業部長 

平成15年４月 同社電子デバイス営業本部長 

平成17年４月 同社水晶デバイス事業部副事業部

長 

平成17年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社常務取締役(現任) 

取締役 生産統括部長 大 槻 正 博 昭和24年９月15日生

昭和43年４月 松島工業株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社 

1

昭和50年10月 Asian Precision (Malaysia)  

SDN. BHD.出向 

平成４年６月 Epson Precision (Malaysia)  

SDN. BHD.出向 

平成８年４月 セイコーエプソン株式会社水晶デ

バイス製品部長 

平成14年４月 同社水晶デバイス商品部長 

平成17年６月 当社取締役(現任) 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 A＆F統括部長 滝 澤   享 昭和33年６月30日生

昭和56年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社 

―

平成10年11月 同社法務部長 

平成14年４月 同社経営管理室コーポレート企画

部長 

平成15年４月 同社経営管理室経営企画部長 

平成17年10月 当社に出向 

当社A＆F統括部長 

平成18年６月 当社取締役(現任) 

取締役 開発技術 
統括部長 田 中 良 明 昭和24年６月６日生

昭和51年４月 当社入社 

―

平成９年７月 当社水晶技術本部振動子技術部長 

平成13年４月 当社トヨコムデバイスカンパニー

発振器技術部長 

平成14年12月 当社トヨコムデバイスカンパニー

技術本部オートモーティブデバイ

ス部長 

平成16年10月 当社トヨコムデバイスカンパニー

技術管理本部長 

平成17年10月 当社開発技術統括部長 

平成18年６月 当社取締役(現任) 

監査役 
(常勤) ― 喜 多 勝 彦 昭和26年６月28日生

昭和47年４月 株式会社諏訪精工舎(現セイコー

エプソン株式会社)入社 

―

平成５年６月 セイコーエプソン株式会社デバイ

ス大阪営業部長 

平成８年11月 同社電子デバイス営業推進部長 

平成９年11月 同社半導体事業管理部長 

平成13年11月 野洲セミコンダクター株式会社出

向 

平成16年４月 セイコーエプソン株式会社企画渉

外部長(現任) 

平成17年６月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 
(常勤) ― 高 沢 幸 次 昭和19年12月25日生

昭和42年４月 当社入社 

6

平成10年10月 当社水晶技術本部長代理および第

一発振器技術部長 

平成12年１月 当社技術管理部長 

平成13年１月 当社水晶技術本部長 

平成13年４月 当社執行役員デバイスR＆Dセンタ

ー長および振動子技術部長 

平成13年10月 当社執行役員トヨコムデバイスカ

ンパニー副社長 

平成14年６月 当社取締役上席執行役員R&Dセン

ター長 

平成14年10月 当社取締役上席執行役員知的財産

技術管理部長 

平成15年６月 当社取締役上席執行役員業務改革

推進室長 

平成16年４月 当社取締役上席執行役員品質管理

部長および安全保障輸出管理部長 

平成16年６月 当社常勤監査役(現任) 



  

(注) １ 監査役喜多勝彦及び橋爪 薫の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

(注) 補欠監査役佐々木清得氏は社外監査役の要件を充たしております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 ― 橋 爪   薫 昭和30年８月23日生

昭和55年４月 信州精器株式会社(現セイコーエ

プソン株式会社)入社 

―

平成９年11月 同社システムデバイス事業部SD事

業管理部長 

平成15年10月 同社情報画像事業本部情報画像事

業管理部長 

平成17年４月 同社情報画像事業本部情報画像事

業企画管理部長 

平成17年７月 同社経営戦略室経営企画部長 

平成18年４月 同社経営管理本部経営管理部長 

平成18年６月 当社監査役(現任) 

合  計 15

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

佐々木 清 得 昭和30年９月30日生 

昭和63年４月 第一東京弁護士会弁護士登録 

― 
  西川紀男法律事務所入所 

平成14年６月 当社監査役 

平成17年６月 当社監査役退任 

平成17年10月 当社補欠監査役 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、企業価値の継続的な増大を目指すとともに、経営のチェック機能の強化や企業倫理の遵守を実

践し、顧客、株主、従業員などの当社関係者に対する経営の高い透明性と健全性の確保によって、信頼経営を維

持・持続することを、コーポレート・ガバナンスにおける基本的な考え方としております。 

当社の取締役会は、審議の充実と意思決定の迅速化の観点から６名の取締役で構成されております。また、平成

17年10月１日より取締役の任期を１年としました。これにより年度ごとの業績評価を強化し、取締役の責任と評価

をより明確にしております。 

取締役会は毎月１回定期に、必要に応じて臨時に開催され、事業計画、事業再編などの経営上重要な事項はすべ

て付議され、業務執行状況についても随時報告されております。特に重要な事項については取締役会に付議する前

に経営審議会において十分な審議を行い、取締役会の意思決定の確度を高めております。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役３名のうちの２名は常勤です。これは監査役監査の実効性を強化

すべきとの判断によるものです。 

監査役は、取締役会にはすべて出席し、社内の重要な各種会議にも積極的に参加するとともに、監査役全員で構

成される監査役会で決定された監査方針、監査計画に従い、各部門および子会社への監査を行い、常時、取締役の

業務執行を監視しております。監査役会は毎月１回定期に、必要に応じて臨時に開催され、監査役はその中で、取

締役会および社内の重要な会議の内容ならびに各監査役および会計監査人の報告などをもとに協議し、意見の交換

を行っています。また、監査役の監査をサポートするために、監査役専属のスタッフを配置しております。 

当社は、内部監査部門として監査室を設置しております。各部門および子会社の業務執行の適法性、妥当性、効

率性の維持・向上の観点から監査を実施し、適宜、改善提案を行っております。監査結果については、社長、被監

査部門の担当取締役のみならず監査役にも報告し情報の共有化を図るとともに、監査役と連携をとりながら効率的

な内部監査を実施しております。 

コンプライアンス(法令遵守)につきましては、当社のコンプライアンス活動の規準である「社員行動規範」を定

めるとともに、「コンプライアンス・ヘルプライン」を設け社員から直接コンプライアンスに関する相談・通報を

受けられるしくみを整え、法令違反の未然防止に努めております。 

今後とも、経営理念、事業の目的等に照らして当社に適したコーポレート・ガバナンスについての検討を進めて

まいります。 

  

(2) 内部統制システムの整備の状況 

① 業務執行体制 

当社では、業務分掌規程、職務権限規程および関係会社管理規程を制定し、グループ全体の権限配分を網羅的

に定め、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築しております。 

② 職務の執行に関する情報の保存および管理 

当社では、職務の執行に係る情報の保存および管理については、文書管理規程、その他関連規程に従って行う

ものとし、取締役および監査役はこれらの文書等を常時閲覧することができるものといたします。 



③ 遵法経営 

・当社では、遵法経営の基本事項を定める遵法経営基本規程を制定し、組織体制等を定めております。また、

「信頼経営」実践の拠り所として、「企業行動原則」およびこれに基づく「社員行動規範」を定めておりま

す。 

・遵法経営の総括責任者を社長とし、各担当取締役がそれぞれ所管する業務分野における遵法経営を総括する体

制としております。 

・遵法経営を推進する仕組みとして、社内相談・通報窓口「コンプライアンス・ヘルプライン」、その他の各種

相談窓口を設置するとともに、社員向け研修など各種社内教育を実施しております。 

・社長の下に遵法経営に関する事項を審議する会議体を設置しております。なお、同会議体には常勤監査役も出

席しており、遵法活動の内容について、監査役が確認できる体制となっております。 

・社長は、取締役会に遵法経営に関する事項を報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。 

・親会社と親会社以外の株主の利益が実質的に相反するおそれのある親会社との取引その他の施策を実施するに

当たっては、取締役会に付議のうえ、決定しております。 

④ リスクマネジメント 

・当社は、リスク管理体制を定めるリスク管理基本規程を制定し、組織体制、リスク管理の方法等の基本事項を

定めております。 

・リスク管理の総括責任者を社長とし、各担当取締役がそれぞれ所管する業務分野におけるリスク管理を総括す

る体制としております。 

・社長の下にリスク管理に関する事項を審議する会議体を設置します。なお、重要リスク発現時には、所定の危

機管理プログラムに従い社長の指揮下で全社的に速やかな初動対応をとる体制としております。 

・社長は、取締役会にリスク管理に関する事項を報告するとともに、必要に応じ対策を講じます。 

⑤ 監査体制 

・監査役は監査役監査規程に基づき、職務の遂行上必要と判断したときは、取締役および使用人からヒアリング

等を実施することができます。 

・監査役は経営会議などの重要会議に出席できることとしており、取締役と同レベルの情報に基づいた監査が実

施できる環境となっております。また、監査役に対し重要会議の議事録等を定期的に回付することとしており

ます。 

・監査役専属の使用人を配置し、監査業務を補助するものとしており、当該補助者の人事異動・人事評価等は、

監査役会の意見を尊重するものとしております。 

・監査役と内部監査部門および会計監査人との協議を定期的に行うことで、監査の実効性を高めるよう努めてお

ります。 

・監査役と代表取締役の定期的な会合を持つことで、監査役自らが業務執行の状況を直接把握できる体制となっ

ております。 

  



(内部統制システムの体制図) 

  

 
  

(3) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

当社と社外監査役との間には、現在、特別な利害関係はありません。 

  

(4) 役員報酬の内容 

当期における当社の取締役及び監査役に支払った報酬・退職慰労金の額は以下のとおりであります。 

  

(注) １ 取締役の報酬は、年間総額150百万円以内であります。ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与を含みません。(株主

総会決議 平成６年６月29日) 

  監査役の報酬は、年間総額65百万円以内であります。(株主総会決議 平成12年６月29日) 

２ 支給額に記載のほか、使用人兼務取締役の使用人分の給与および賞与24百万円があり、その他の職務遂行の対価である財

産上の利益の額はありません。 

３ 期末現在の取締役は６名、監査役は３名であります。 

４ 当期中に、取締役に対する賞与の支払いはありません。 

５ 当社は、監査役に対して賞与を支払っておりません。 

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 
(名) 

当期支給額 
(百万円) 

支給人員(名)
当期支給額
(百万円) 

支給人員(名) 
当期支給額 
(百万円) 

定款又は株主総
会決議に基づく
報酬 

12 97 5 25 17 123

株主総会決議に
基づく退職慰労
金 

6 89 3 9 9 98

計 ― 186 ― 35 ― 222



(5) 会計監査の状況及び報酬等の額 

① 業務を執行した公認会計士の氏名等 

  

  

② 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名、会計士補２名、その他１名。 

  

③ 監査報酬の内容 

  

  

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

指定社員 業務執行社員 髙 山   勉 あずさ監査法人 

指定社員 業務執行社員 高 田 重 幸 あずさ監査法人 

区分 金額(百万円) 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 27

上記以外の業務に基づく報酬 1



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)については、連結財務諸表の作成にあたり、会計制

度委員会研究報告第７号「会社分割に関する会計処理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に基づき、平成17

年12月27日に公表されました「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第10号)に準じた会計処理を適用しております。 

具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業としたパ

ーチェス法により連結財務諸表を作成しております。取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成

17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年

３月31日までの６か月間の業績となっております。また、新設会社として新たな会計方針を採用しております。 

  

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  12,581 11,702  

２ 受取手形及び売掛金  15,571 16,277  

３ 有価証券  ― 9,998  

４ 棚卸資産  7,087 6,215  

５ 繰延税金資産  1,085 1,661  

６ その他  528 3,255  

流動資産計  36,855 49,111  

貸倒引当金  △71 △6  

流動資産合計  36,783 55.3 49,105 52.8

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物及び構築物  7,006 11,077  

２ 機械装置及び運搬具  7,308 13,890  

３ 工具・器具及び備品  1,733 2,110  

４ 土地  1,370 8,314  

５ 建設仮勘定  401 510  

有形固定資産合計  17,821 26.8 35,902 38.6

(2) 無形固定資産  203 0.3 460 0.5

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  1,091 1,956  

２ 繰延税金資産  9,371 5,289  

３ その他  1,233 380  

投資その他の資産計  11,696 7,626  

貸倒引当金  △28 △66  

投資その他の資産合計  11,668 17.6 7,560 8.1

固定資産合計  29,692 44.7 43,923 47.2

資産合計  66,476 100.0 93,029 100.0

     



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  12,106 12,287  

２ 短期借入金  8,307 2,542  

３ 未払法人税等  251 147  

４ その他  4,121 5,343  

流動負債合計  24,786 37.3 20,321 21.8

Ⅱ 固定負債     

１ 新株予約権付社債  5,400 5,400  

２ 長期借入金  247 13,835  

３ 退職給付引当金  8,238 8,395  

４ 役員退職慰労引当金  139 39  

５ 連結調整勘定  ― 10,567  

６ その他  130 461  

固定負債合計  14,155 21.3 38,699 41.6

負債合計  38,942 58.6 59,020 63.4

(少数株主持分)     

少数株主持分  738 1.1 ― ―

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  9,560 14.4 9,560 10.3

Ⅱ 資本剰余金  9,550 14.4 17,371 18.7

Ⅲ 利益剰余金  7,725 11.6 7,576 8.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  369 0.5 294 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定  △346 △0.5 △700 △0.7

Ⅵ 自己株式 ※３  △63 △0.1 △94 △0.1

資本合計  26,796 40.3 34,008 36.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 66,476 100.0 93,029 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  53,695 100.0 43,071 100.0

Ⅱ 売上原価  45,058 83.9 31,834 73.9

売上総利益  8,637 16.1 11,237 26.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※
１ 
２ 

 6,968 13.0 5,260 12.2

営業利益  1,668 3.1 5,977 13.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 9 21    

２ 受取配当金 214 106    

３ 為替差益 86 214    

４ 連結調整勘定償却額 ― 1,174    

５ その他 370 681 1.3 260 1,777 4.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 278 146    

２ その他 372 650 1.2 137 284 0.7

経常利益  1,699 3.2 7,469 17.3

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 431 ―    

２ 業務用無線事業譲渡益 242 ―    

３ 防衛事業売却益 233 907 1.6 ― ― ―

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※３ 279 105    

２ 投資有価証券評価損 5 284 0.5 ― 105 0.2

税金等調整前当期純利益  2,321 4.3 7,363 17.1

法人税、住民税 
及び事業税 

319 53    

法人税等調整額 1,608 1,927 3.6 3,304 3,357 7.8

少数株主利益  99 0.2 ― ―

当期純利益  294 0.5 4,005 9.3

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

なお、当連結会計年度の資本剰余金期首残高および利益剰余金期首残高は取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶

事業の平成17年10月１日の残高を表示しており、前連結会計年度の資本剰余金期末残高および利益剰余金期末残高とは一致

しておりません。 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 9,550 4,713

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  企業結合による増加高 ― ― 12,657 12,657

Ⅲ 資本剰余金期末残高 9,550 17,371

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,441 3,571

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 294 294 4,005 4,005

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   従業員奨励及び福利基金 11 11 ― ―

Ⅳ 利益剰余金期末残高 7,725 7,576

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  2,321 7,363 

２ 減価償却費  3,311 2,895 

３ 連結調整勘定償却額  ― △1,152 

４ 貸倒引当金の増減額  58 ― 

５ 退職給付引当金の増減額  482 △12 

６ 受取利息及び配当金  △224 △127 

７ 支払利息  278 146 

８ 業務用無線事業譲渡益  △242 ― 

９ 防衛事業売却益  △233 ― 

10 固定資産売却除却損  279 105 

11 投資有価証券売却益  △431 ― 

12 投資有価証券評価損  5 ― 

13 売上債権の増減額  1,662 △5,392 

14 棚卸資産の増減額  △1,952 △271 

15 未収消費税の増減額  △240 ― 

16 未払消費税等の増減額  ― △618 

17 仕入債務の増減額  △1,351 4,433 

18 未払費用の増減額  301 ― 

19 その他  118 △567 

小計  4,143 6,801 

20 利息及び配当金の受取額  26 25 

21 利息の支払額  △279 △146 

22 法人税等の支払額又は還付額  △218 △122 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,671 6,558 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 企業結合による増加高  ― 12,217 

２ 定期預金の預入による支出  ― △121 

３ 定期預金の払戻による収入  2,000 115 

４ 有価証券の償還による収入  4,000 1,000 

５ 有形固定資産の取得による支出  △2,049 △3,033 

６ 子会社株式等の取得による支出  ― △1,034 

７ 海外販売子会社営業譲渡に伴う収入  ― 319 

８ 子会社出資金譲渡による収入  ― 287 

９ 業務用無線事業譲渡に伴う収入  454 ― 

10 防衛事業売却に伴う収入  474 ― 

11 投資有価証券の売却による収入  444 ― 

12 貸付金の回収による収入  54 ― 

13 その他  42 ― 

投資活動によるキャッシュ・フロー  5,421 9,751 



  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

なお、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期首残高は取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業の平成17年

10月１日の残高を表示しており、前連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高とは一致しておりません。 

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の増減額  9 △93 

２ 長期借入金の借入による収入  211 16,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △4,580 △18,084 

４ 新株予約権付社債の発行による収入  5,400 ― 

５ 転換社債の償還による支出  △12,993 ― 

６ 自己株式の取得による支出  △19 △23 

７ 少数株主への配当金の支払額  △27 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △11,998 △2,200 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  20 143 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △2,884 14,252 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  15,455 5,327 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  12,570 19,579 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

・「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］」に記載のとおり、当連結会計年度は新設会社として採用した新たな会

計方針を記載しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数  13社 

   主要な連結子会社名 

   「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。 

   なお、前連結会計年度において連結子会社であっ

た東通電子株式会社については、防衛事業の譲渡に

伴い同社の株式を売却したことにより、連結の範囲

から除外しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社の数  12社 

   主要な連結子会社名 

   「第１企業の概況４関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。 

   なお、前連結会計年度において連結子会社であっ

たTOYOCOM EUROPE GmbHについては、海外販売子会

社の統合に伴い同社の出資金を譲渡したことによ

り、連結の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

   該当事項はありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうち、TOYOCOM  EUROPE  GmbH、

ORIENTAL ELECTRONICS DEVICE CO.,LTD.、東洋通信

機(無錫)有限公司及び東洋通(上海)貿易有限公司の

決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうち、愛普生拓伏科梦水晶元器件

(無錫)有限公司(旧会社名 東洋通信機(無錫)有限

公司)及び東洋通(上海)貿易有限公司の決算日は12

月31日であります。連結財務諸表の作成にあたって

は連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。また、EPSON  TOYOCOM

(THAILAND)LTD.(旧会社名 ORIENTAL ELECTRONICS 

DEVICE CO.,LTD.)は当連結会計年度より決算日を３

月31日に変更しております。なお、その他の連結子

会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

    満期保有目的の債券 

     償却原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基づく時価法 

      (評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

同左 

  ②棚卸資産 

    製品・半製品・仕掛品 

     総平均法による原価法 

     ただし、一部については個別法による原価法

を採用しております。 

    原材料・貯蔵品 

     移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産 

   主として総平均法又は移動平均法による低価法 



  

  

・「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］」に記載のとおり、当連結会計年度は新設会社として採用した新たな会

計方針を記載しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

    主として定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。 

 (会計処理方法の変更) 

  当連結会計年度より、当社の海外子会社１社が一部

の機械装置(製造設備)について減価償却の方法を定率

法から定額法に変更しました。この変更は、当該製造

設備の新設稼動に当たり、従来は市況の低迷下にあ

り、稼働率の向上が不確実であるため製造設備の陳腐

化並びに経済的減価に対応し、投資額を早期に回収す

るために定率法を採用しましたが、当該製造設備の本

格稼動が今期から開始し、市況の回復も見込まれ、ま

た、製造機能及び保守技術の向上により、その効用を

維持するための修繕維持費は逓増せず、概ね耐用年数

経過時まで継続的に使用され、毎期平均的に収益獲得

に貢献することが見込まれることとなったことに鑑

み、収益と減価償却費のより適正な対応を図り、期間

損益をより合理的に把握するために実施したものであ

ります。 

  この結果、従来の方法によった場合と比較して、減

価償却費は76百万円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ63百万円増加して

おります。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、(セグメン

ト情報)に記載しております。 

 (耐用年数の変更) 

  当社の海外子会社の１社で一部の機械装置(製造設

備)について耐用年数の変更を行いました。これは同

製造設備についての実地調査により長期に使用可能で

あることが明らかになったため、当該製造設備の全稼

働が開始する当連結会計年度より、耐用年数を10年か

ら15年に変更いたしました。 

  この結果、前連結会計年度と同一の耐用年数によっ

た場合と比較して、減価償却費は55百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ45百万円増加しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、(セグメン

ト情報)に記載しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

    主として定率法によっております。 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。 

  

  

  ②無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における見込利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

  ②無形固定資産 

同左 

  

  

  

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

    発生時に全額費用として処理しております。 

――――― 



  

  

・「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］」に記載のとおり、当連結会計年度は新設会社として採用した新たな会

計方針を記載しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間(13～20年)による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間(８年～20

年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。 

  ②退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 

    過去勤務債務については、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数(５年)による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生時より損益処理しております。 

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(５年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理す

ることとしております。 

  ③役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

  ③役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及

び負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

 (4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の

資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等

の資産及び負債は、当連結会計年度末日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は、期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採用しております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ取引 

   ヘッジ対象……キャッシュ・フローが固定され、

その変動が回避されるもの 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

    金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺

する目的で行っております。 

  ③ヘッジ方針 

同左 



  

  

・「第５［経理の状況］１［連結財務諸表等］」に記載のとおり、当連結会計年度は新設会社として採用した新たな会

計方針を記載しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

    金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッ

ジ効果は極めて高いことから事前、事後の検証は

行っておりません。 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に

基づいております。なお、取引の実行管理は経理

部で行っております。 

  ⑤リスク管理 

    金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に

基づいております。なお、取引の実行管理は財務

経理部で行っております。 

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項  (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時

価評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  該当事項はありません。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  利益処分又は損失処理の取扱い方法 

   連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― (パーチェス法の適用) 

 当社は平成17年10月１日をもって、当社を承継会社、

セイコーエプソン株式会社を分割会社とする分社型吸収

分割により両社の水晶事業を統合いたしました。事業統

合に際し、当社はセイコーエプソン株式会社に普通株式

99,000,000株および種類株式20,000,000株を割当交付

し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社とな

りました。 

 当社は当連結会計年度の連結財務諸表の作成にあた

り、会計制度委員会研究報告第７号「会社分割に関する

会計処理」(平成13年３月30日 日本公認会計士協会)に

基づき、平成17年12月27日に公表されました「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第10号）

に準じた会計処理を適用しました。 

 具体的にはセイコーエプソン株式会社の水晶事業を取

得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)を被取得企業とし

たパーチェス法により連結財務諸表を作成しておりま

す。 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行っ

た主な理由、事業を取得した場合は相手企業の名称及

び取得した事業の内容、企業結合日、企業結合の法的

形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率 

 ① 被取得企業の名称及び事業の内容 

   被取得企業 旧東洋通信機株式会社 

   事業の内容 水晶機器及びオプトデバイス機器の

製造販売 

 ② 企業結合を行った主な理由 

   両社の水晶事業の統合により、両社の得意分野を

より強化するとともにシナジー効果を高めること

で、水晶デバイス業界におけるリーディングカンパ

ニーを目指すことを目的としております。 

 ③ 企業結合日 

   平成17年10月１日 

 ④ 企業結合の法的形式 

   分割対象事業をセイコーエプソン株式会社の水晶

事業とし、当社を承継会社、セイコーエプソン株式

会社を分割会社とする分社型会社分割による吸収分

割 

 ⑤ 結合後企業の名称 

   エプソントヨコム株式会社 

 ⑥ 取得した議決権比率 

   68.26％(株式の交付を受けたセイコーエプソン株

式会社が取得した議決権比率) 

(2) 財務諸表に含まれている被取得企業又は取得した企

業の業績の期間 

  取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事

業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置

づけられるため、当連結会計年度の業績は平成17年10

月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績と

なっております。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 被取得企業又は取得した事業の取得原価及びその内

訳。株式を交付した場合には、株式の種類別の交換比

率及びその算定方法、交付又は交付予定の株式数及び

評価額。株式交付日の株価を基礎に取得原価を算定し

ている場合は、その旨 

  当社が会社分割に際して発行する株式は、普通株式

99,000,000株、及び種類株式20,000,000株であり、そ

れらの全株式をセイコーエプソン株式会社へ割当交付

し、当社はセイコーエプソン株式会社の連結子会社と

なりました。 

  株式割当比率につきましては、第三者機関であるみ

ずほ証券株式会社が算定した結果を参考として、当事

者間において決定いたしました。 

  以上のことから、セイコーエプソン株式会社の水晶

事業が取得企業、当社(旧東洋通信機株式会社)が被取

得企業として位置づけられ、取得企業であるセイコー

エプソン株式会社の株式の交付はありません。 

  なお、被取得企業である当社(旧東洋通信機株式会

社)の取得原価につきましては、事業統合公表日の時

価を基礎に算定しております。 

(4) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、

償却方法及び償却期間 

 ① 負ののれんの金額        11,741百万円 

 ② 発生原因 

   企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったた

め、その差額を負ののれんとして認識しておりま

す。 

 ③ 償却方法及び償却期間 

   ５年間で均等償却しております。 

(5) 企業結合日に受入れた資産及び引き受けた負債の額

並びにその主な内訳 

  なお、取得企業であるセイコーエプソン株式会社の

水晶事業の企業結合日における資産及び負債の額は以

下の通りであります。 

流動資産 32,889百万円  流動負債 15,823百万円

固定資産 31,832百万円  固定負債 14,194百万円

資産計 64,722百万円  負債計 30,017百万円

     
少数株主 
持分 

815百万円

     自己株式 △70百万円

流動資産 9,585百万円  流動負債 15,093百万円

固定資産 12,805百万円  固定負債 263百万円

資産計 22,391百万円  負債計 15,357百万円



表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「定期預金の払

戻による収入」は、重要性が増したため、当連結会計年

度において区分掲記することに変更しました。 

 なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「定期預金の払

戻による収入」は、20百万円であります。 

――――― 

  



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

  
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 49,100百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 74,554百万円 

――――― 
 ２ 輸出為替手形割引高 11百万円 

※３ (自己株式の保有数) 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

    普通株式 163,275株 

※３ (自己株式の保有数) 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

    普通株式 203,574株 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
  

給料手当 2,816百万円

福利厚生費 574 〃

退職給付費用 545 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
  

給料手当 1,717百万円

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は384百万円で

あります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は354百万円で

あります。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 100 〃

工具・器具及び備品他 171 〃

計 279百万円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 34百万円 

機械装置及び運搬具 56 〃 

工具・器具及び備品他 14 〃 

無形固定資産 0 〃 

計 105百万円 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 12,581百万円

預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△10 〃

現金及び現金同等物 12,570百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 11,702百万円

有価証券 9,998 〃 

計 21,700百万円
預入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△121 〃 

株式及び償還期限が３ヶ月
を超える債券等 

△1,999 〃 

現金及び現金同等物 19,579百万円
２         ――――― ２ 事業統合により増加した資産及び負債の主な内訳 

  事業統合により増加した資産及び負債の主な内訳と
企業結合による増加高との関係は以下のとおりであ
ります。 

流動資産 32,889百万円

固定資産 31,832 〃 

流動負債 △15,823 〃 

固定負債 △14,194 〃 

少数株主持分 △815 〃 

自己株式 70 〃 

連結調整勘定 △11,741 〃 

取得原価 △22,217 〃 

差引 ―百万円
事業統合時の
現金及び現金同等物 

12,217 〃 

企業結合による増加高 12,217百万円
３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資

産及び負債の主な内訳 
  防衛事業の譲渡に伴い連結除外した東洋無線システ
ム株式会社並びに東通電子株式会社の連結除外時の
資産及び負債の主な内訳並びに株式の売却価額と売
却による収入の関係は以下のとおりであります。 

流動資産 6,305百万円

固定資産 827 〃

流動負債 △4,878 〃

固定負債 △1,379 〃

少数株主持分 △29 〃

その他有価証券評価差額金 △1 〃

株式売却益 233 〃

株式売却価額 1,076百万円
連結除外時の 
現金及び現金同等物 

△601 〃

防衛事業売却に伴う収入 474百万円

３ 出資金の譲渡により連結子会社でなくなった会社の
資産及び負債の主な内訳 

  出資金の譲渡により連結除外したTOYOCOM EUROPE 
GmbHの連結除外時の資産及び負債の内訳並びに出資
金の譲渡価格と譲渡による収入の関係は以下のとお
りであります。 

流動資産 982百万円

固定資産 93 〃 

流動負債 △371 〃 

出資金譲渡価格 703百万円
連結除外時の
現金及び現金同等物 

△416 〃 

子会社出資金譲渡による収入 287百万円

４ 営業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳
  業務用無線事業の営業譲渡により減少した資産及び
負債の内容と営業譲渡による収入の関係は次のとお
りであります。 

流動資産 336百万円

固定資産 48 〃

固定負債 △173 〃

営業譲渡益 242 〃

業務用無線事業譲渡に伴う収入 454百万円

４ 営業譲渡により減少した資産及び負債の主な内訳 
  海外販売子会社の営業譲渡により減少した資産及び
負債の内容と営業譲渡による収入の関係は以下のと
おりであります。 

流動資産 318百万円

固定資産 1 〃 

海外販売子会社
営業譲渡に伴う収入 

319百万円



(リース取引関係) 

  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

  
工具・器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

  1,188  413  1,602

減価償却 
累計額 
相当額 

  950  197  1,148

期末残高 
相当額 

  238  215  454

機械装置
及び運搬具 
(百万円) 

工具・器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

387 443  831

減価償却
累計額 
相当額 

343 216  559

期末残高
相当額 

44 227  271

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 216百万円

１年超 237 〃 

 合計 454百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 113百万円

１年超 158 〃 

合計 271百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  支払リース料 434百万円

  減価償却費相当額 434 〃 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 100百万円

 減価償却費相当額 100 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

――――― ２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,819 〃 

合計 2,192百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の前連結会計年度の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度の「取得原価」は企業結合による受

入資産額であります。 

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価
(百万円) 

連結決算日に
おける 
連結貸借 
対照表計上額
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結決算日に
おける 
連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額が取得原価を 
超えるもの 

    

 ① 株式 422 1,044 622 1,409 1,907 498

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 422 1,044 622 1,409 1,907 498

連結貸借対照表 
計上額が取得原価を 
超えないもの 

    

 ① 株式 ― ― ― 2 1 △0

 ② 債券 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― 2 1 △0

合計 422 1,044 622 1,411 1,909 498



２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

 (1) 満期保有目的の債券 

  

  

 (2) その他有価証券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

次へ 

区分 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) 445 0

売却益の合計額(百万円) 431 0

売却損の合計額(百万円) ― ―

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

① コマーシャルペーパー ― 7,998 

② 割引債券 ― 1,999 

計 ― 9,998 

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 47 46 

計 47 46 

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

① 債券    

  国債・地方債等 ― ― ― ― 

  社債 ― ― ― ― 

  その他 ― ― 10,000 ― 

② その他 ― ― ― ― 

計 ― ― 10,000 ― 



(デリバティブ取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

 当社は、金利スワップ取引を利用しております。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

同左 

 (2) 取引に対する取組方針及び取引の利用目的 

 デリバティブ取引については、現在、借入金に対

する変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワ

ップ取引をしているのみであります。 

 (2) 取引に対する取組方針及び取引の利用目的 

同左 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

 現在、当社の利用しているデリバティブ取引は、

変動金利を固定金利に変換する金利スワップ取引の

みであり、市場金利の変動によるリスクは有してい

ないものと認識しております。また、当社のデリバ

ティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機

関であるため、相手先の契約不履行による信用リス

クはないものと判断しております。 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、取締役会の承認に基づいて

実施しております。なお、取引の実行管理は経理部

で行っております。 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引は、取締役会の承認に基づいて

実施しております。なお、取引の実行管理は財務経

理部で行っております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

 ヘッジ会計を採用しているため、時価の開示は省略

しております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

同左 



(退職給付関係) 

  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付企業年金制度

(基金型)及び退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付企業年金制度

(基金型)及び退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 年金資産には、退職給付信託2,774百万円を含

めて記載しております。 

   ２ 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

①退職給付債務 16,015百万円

 (内訳)  

②未認識過去勤務債務 △4,186 〃 

③未認識数理計算上の差異 6,594 〃 

④年金資産 5,368 〃 

⑤退職給付引当金 8,238百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 年金資産には、退職給付信託3,433百万円を含

めて記載しております。 

   ２ 一部の連結子会社は退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

①退職給付債務 13,418百万円

 (内訳)  

②未認識過去勤務債務 ― 〃 

③未認識数理計算上の差異 △1,198 〃 

④年金資産 6,221 〃 

⑤退職給付引当金 8,395百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「①勤務費用」に計上しております。 

①勤務費用 870百万円

②利息費用 394 〃 

③期待運用収益 △86 〃 

④過去勤務債務の費用処理額 △247 〃 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 664 〃 

⑥臨時に支払った割増退職金等 ― 〃 

⑦退職給付費用 1,595百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「①勤務費用」に計上しております。 

①勤務費用 269百万円

②利息費用 160 〃 

③期待運用収益 △44 〃 

④過去勤務債務の費用処理額 ― 〃 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ― 〃 

⑥臨時に支払った割増退職金等 ― 〃 

⑦退職給付費用 386百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額

を費用処理する方法。) 

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額

を費用処理する方法。ただし、翌連結会計年度から

費用処理しております。) 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 主として4.0％

④過去勤務債務の額の処理年数 13年～20年

⑤数理計算上の差異の処理年数 ８年～20年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  (各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生時より損益処理しておりま

す。) 

  (各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処

理することとしております。) 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.5％

③期待運用収益率 主として3.5％

④過去勤務債務の額の処理年数 ５年

⑤数理計算上の差異の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

(注) 取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は、平成17年10月１日設立の新設会社と同様に位置づけられるため、

当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績となっております。 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

    繰延税金資産(流動) 

  未払賞与否認 459百万円

  棚卸資産否認 466 〃

  その他 159 〃

  繰延税金資産(流動)合計 1,085百万円

繰延税金資産(固定)    

  減価償却超過 1,371百万円

  退職給付引当金否認 3,311 〃

  退職給付信託(簿価) 522 〃

  役員退職慰労引当金否認 56 〃

  ソフトウェア否認 414 〃

  ゴルフ会員権評価損否認 54 〃

  繰越欠損金 6,376 〃

  その他 67 〃

  繰延税金資産(固定)小計 12,174百万円

  評価性引当額 △2,550 〃

  繰延税金負債(固定)との相殺 △252 〃

  繰延税金資産(固定)合計 9,371百万円

繰延税金負債(固定)    

  その他有価証券評価差額金 252百万円

  繰延税金資産(固定)との相殺 △252 〃

  繰延税金負債(固定)合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 10,456百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

    繰延税金資産 

繰越欠損金 4,742百万円

退職給付引当金 3,392 〃 

固定資産(減損及び償却超過) 1,573 〃 

退職給付信託(簿価) 757 〃 

未払賞与等 400 〃 

棚卸資産(未実現利益及び評
価減) 

224 〃 

その他 233 〃 

繰延税金資産小計 11,324百万円

評価性引当額 △190 〃 

繰延税金資産合計 11,134百万円

繰延税金負債    

企業結合時土地評価差額 △2,613百万円

在外連結子会社等未分配利益 △920 〃 

その他有価証券評価差額金 △603 〃 

その他 △355 〃 

繰延税金負債小計 △4,494百万円

繰延税金資産の純額 6,640 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.6％

   (調整) 

  
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

0.9％

  
受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△1.7％

  評価性引当額 49.1％

  受取配当金相殺消去 5.8％

  住民税均等割 1.2％

  在外子会社の税率差異 △12.6％

  その他 △0.3％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

83.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

評価性引当額 8.2％ 

連結調整勘定償却額 △6.4％ 

在外連結子会社等未分配利益 4.0％ 

その他 △0.8％ 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

45.6％ 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 水晶機器 

人工水晶、素板、振動子、HFFフィルタ、HCMフィルタ、発振器、SAWデバイス、光デバイス 

(2) 電気機械器具 

紙幣識別処理装置、自動券売機、施設管理システム、光関連伝送装置、通信端末機器、監視制御システム、周波数

発生・分配装置、無線通信装置、衛星通信装置、無線LAN関連装置、電灯線搬送装置 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額 

 16,380百万円 (主なものは提出会社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係

る資産等であります。) 

５ 会計処理基準等の変更 

(1) 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当連結会計年度より、海外子会社１社が

一部の機械装置(製造設備)について減価償却の方法を定率法から定額法に変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「水晶機器製造」の減価償却費は76百万円減少、営業費用は63百万

円減少、及び営業利益は63百万円増加しております。 

(2) 耐用年数の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当連結会計年度より、海外子会社１社が

一部の機械装置(製造設備)について耐用年数の変更を行いました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「水晶機器製造」の減価償却費は55百万円減少、営業費用は45百万

円減少、及び営業利益は45百万円増加しております。 

  

  
水晶機器 
製造 
(百万円) 

電気機械
器具製造 
(百万円) 

不動産賃貸
(百万円) 

計(百万円)
消去又は 
全社(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

34,157 18,995 542 53,695 ― 53,695

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

9 1,833 76 1,919 (1,919) ―

計 34,167 20,828 618 55,614 (1,919) 53,695

営業費用 33,423 19,667 855 53,945 (1,919) 52,026

営業利益又は 
営業損失(△) 

744 1,160 △236 1,668 (―) 1,668

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 34,222 12,677 3,196 50,096 16,380 66,476

減価償却費 2,990 117 203 3,311 ― 3,311

資本的支出 2,357 147 11 2,515 ― 2,515



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「水晶機器製造」の割合

がいずれも90％を越えているため、記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ 

(3) アジア等…中国・香港・インドネシア・タイ・シンガポール 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額 

 16,380百万円 (主なものは提出会社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係

る資産等であります。) 

５ 会計処理基準等の変更 

(1) 会計処理方法の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当連結会計年度より、海外子会社１社が

一部の機械装置(製造設備)について減価償却の方法を定率法から定額法に変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「北米」の営業費用は63百万円減少し、営業利益は同額増加してお

ります。 

(2) 耐用年数の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (2)に記載のとおり、当連結会計年度より、海外子会社１社が

一部の機械装置(製造設備)について耐用年数の変更を行いました。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「北米」の営業費用は45百万円減少し、営業利益は同額増加してお

ります。 

  

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消  去 
又は全社 
(百万円) 

連  結
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

43,690 2,072 1,803 6,128 53,695 ― 53,695

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

11,071 423 71 6,258 17,825 (17,825) ―

計 54,762 2,495 1,875 12,387 71,521 (17,825) 53,695

営業費用 54,200 2,338 1,767 11,586 69,892 (17,866) 52,026

営業利益 561 156 108 801 1,628 40 1,668

Ⅱ 資産 48,200 2,315 896 8,082 59,494 6,981 66,476



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) アジア等…マレーシア、中国、タイ、インドネシア 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額 

23,656百万円(主なものは現金及び預金、有価証券、及び投資有価証券等であります。) 

５ 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

アジア等
(百万円) 

計
(百万円) 

消  去 
又は全社 
(百万円) 

連  結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

41,065 806 1,199 43,071 ― 43,071

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,404 309 10,868 15,583 (15,583) ―

計 45,470 1,115 12,068 58,655 (15,583) 43,071

営業費用 40,061 1,009 11,739 52,811 (15,716) 37,094

営業利益 5,409 106 328 5,844 133 5,977

Ⅱ 資産 62,916 1,942 13,337 78,197 14,832 93,029



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ハンガリー・スペイン・ドイツ 

(3) アジア等…韓国・中国・香港・シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………アメリカ 

(2) 欧州………ドイツ・フィンランド 

(3) アジア等…シンガポール・香港・韓国・台湾・中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

  

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,594 4,619 13,744 20,958

Ⅱ 連結売上高(百万円)   53,695

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

4.8 8.6 25.6 39.0

  北米 欧州 アジア等 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,799 4,234 18,154 26,189

Ⅱ 連結売上高(百万円)   43,071

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

8.8 9.8 42.1 60.8



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 営業取引については、市場動向及び当社希望価格をもとに都度交渉の上決定しております。 

(2) 資金の預入については、市場金利をもとに利率を決定しております。なお取引金額は平均残高を記載しております。 

(3) 投資有価証券の売却価格は市場価格によるものです。 

(4) 防衛事業譲渡価格は、外部機関の評価に基づいて決定しております。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 事業の内容 
議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社 

日本電気
株式会社 

東京都 
港区 337,820 

通信機器、 
コンピュー
タその他の
電子機器、
電子デバイ
ス等の製造
及び販売並
びにこれら
に付帯する
事業 

直接 20.3

(期末
現在) 
  
  
  
兼任３人 
転籍１人 
  
  
  

当社製品
の販売及
び不動産
の賃貸並
びに同社
製品の一
部につき
購入 

製品販売
及び 
不動産賃貸 

549 売掛金 240

資金の預入 5,169 ― ―

投資有価証
券の売却     

売却代金 437 ― ―

売却益 424 ― ―

防衛事業譲
渡     

譲渡価格 1,150 ― ―

譲渡益 233 ― ―



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 資金の調達については、新株予約権付社債を第三者割当の方法により割り当てております。 

  

(2) 兄弟会社等 

  

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (1) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 (2) 営業取引については、市場動向及び当社希望価格をもとに都度交渉の上決定しております。 

 (3) 子会社出資金の譲渡価格については、譲渡時の当該子会社の時価をもとに決定しております。 

２ 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 事業の内容 
議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
セイコー 
エプソン 
株式会社 

東京都 
新宿区 53,204 

情報関連機
器、電子デ
バイス、精
密機器など
の開発、製
造、販売 

直接 68.26
(期末
現在) 
兼任１人 

当社製品
の販売並
びに同社
製品の一
部につき
購入 

資金の調達 ― 新株予約
権付社債 2,700

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 事業の内容 

議決権等の
被所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

EPSON 
ELECTRONICS 
AMERICA, 
INC. 

アメリ 
カ 
エルセ 
カンド 

千米ドル
10,000

電子デバイ
スの販売 ― ―

当社製品
の販売 製品販売 2,240 

受取手形 
及び 
売掛金 

1,004

親会社
の子会
社 

EPSON 
EUROPE 
ELECTRONICS 
GMBH 

ドイツ 
ミュン
ヘン 

千ユーロ
2,000

電子デバイ
スの販売 ― ―

当社製品
の販売 

製品販売 2,438 
受取手形 
及び 
売掛金 

963

子会社出資
金の譲渡 
  
譲渡価格 

  
  
  
703 

― ―

親会社
の子会
社 

EPSON 
HONG  KONG 
LTD. 

中国 
香港 

千香港
ドル
2,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売 

― ―
当社製品
の販売 製品販売 4,646 

受取手形 
及び 
売掛金 

1,629

親会社
の子会
社 

EPSON 
SINGAPORE 
PTE.LTD. 

シンガ
ポール 

千シンガ
ポール
ドル
200

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売 

― ―
当社製品
の販売 製品販売 5,821 

受取手形 
及び 
売掛金 

1,995

親会社
の子会
社 

EPSON 
TAIWAN 
TECHNOLOGY 
& 
TRADING 
LTD. 

台湾 
台北市 

千台湾
ドル
25,000

情報関連機
器の販売、
電子デバイ
スの販売 

― ―
当社製品
の販売 製品販売 2,714 

受取手形 
及び 
売掛金 

789

親会社
の子会
社 

SUZHOU 
EPSON 
CO.,LTD. 

中国 
蘇州市 

百万
人民元
1,250

電子デバイ
スの製造 ― ―

材 料・部
品の仕入

材料・部品
仕入 1,599 

支払手形 
及び 
買掛金 

863

親会社
の子会
社 

オリエン 
ト時計 
株式会社 

東京都 
千代田
区 

百万円
1,937

情報関連機
器の製造、
電子デバイ
スの製造 

― ―
材 料・部
品の仕入

材料・部品
仕入 2,250 

支払手形 
及び 
買掛金 

1,516



(１株当たり情報) 

  

(注) 当連結会計年度の業績は平成17年10月１日から平成18年３月31日までの６か月間の業績であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 477.80円 １株当たり純資産額 194.29円

１株当たり当期純利益 5.25円 １株当たり当期純利益 22.88円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

4.92円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

21.33円

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

 連結損益計算書上の当期純利益      294百万円 

 普通株式に係る当期純利益        294百万円 

１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

 連結損益計算書上の当期純利益     4,005百万円 

 普通株式に係る当期純利益       4,005百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数      56,106,779株  普通株式の期中平均株式数      155,054,563株 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要 

 130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額面金額5,400百万円) 

 潜在株式の数            12,705,882株 

 詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等 

(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載

のとおりであります。 

 甲種種類株式の期中平均株式数    20,000,000株 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要 

 130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額面金額5,400百万円) 

 潜在株式の数            12,705,882株 

 詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等

(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載

のとおりであります。 



(重要な後発事象) 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 会社分割による水晶事業の統合
  当社は、平成17年３月16日開催の取締役会におい
て、セイコーエプソン株式会社との水晶事業統合に向
けた事業統合契約および会社分割契約の決議を行い、
契約の締結をいたしました。 
  さらに平成17年６月29日の株主総会において、会社
分割契約書が承認されました。 
 (1) 事業統合及び会社分割の目的 
  両社の水晶事業の統合により、両社の得意分野をよ
り強化するとともにシナジー効果を高めることで、水
晶デバイス業界におけるリーディングカンパニーを目
指します。 
 (2) 事業統合の方法 
  分割対象事業をセイコーエプソン株式会社の水晶デ
バイス事業(ただし、オプトデバイス事業を除く)と
し、当社を承継会社、セイコーエプソン株式会社を分
割会社とする分社型会社分割による吸収分割といたし
ます。 
 (3) 株式の割当 
  当社が会社分割に際して発行する株式は、普通株式
99,000,000株および甲種種類株式20,000,000株であ
り、それらの全株式をセイコーエプソン株式会社に割
当交付します。 
 (4) 事業統合会社の概要 

 (5) 分割期日 
  平成17年10月１日(予定) 
 (6) 分割会社の概要 

商号 エプソントヨコム株式会社 

事業内容 
水晶機器およびオプトデバイス
機器の製造販売 

本店所在地 神奈川県川崎市 

代表者 代表取締役社長 加々美 健雄

資本金 
承継による資本金の増加はあり
ません 

名称 セイコーエプソン株式会社 

住所 
東京都新宿区西新宿二丁目４番
１号 

代表者 代表取締役社長 花岡 清二 
事業の内容 
  
  

情報関連機器、電子デバイス、
精密機器、その他の開発、製
造、販売、サービス 

―――――

 (7) 承継する事業部門の内容 
  ①承継する事業部門の内容 
   セイコーエプソン株式会社の水晶デバイス事業 
   (ただし、オプトデバイス事業は除く) 
  ②承継する事業部門の平成17年３月期における売上

高 
   465億円(単体) 
  ③承継する資産及び負債 

  上記金額は、会社分割契約書に記載された分割予定
の資産・負債の平成16年９月30日現在の金額であり
ます。 

科目 金額 科目 金額 
流動資産 159億円 流動負債 71億円
固定資産 122億円 固定負債 124億円
資産計 281億円 負債計 195億円



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 会社分割による装置事業の譲渡 

  当社は、平成17年３月28日開催の取締役会における

承認決議に基づき、平成17年５月１日付で当社の装置

事業を新設する東洋ネットワークシステムズ株式会社

へ会社分割により承継移転し、平成17年６月１日をも

って同社株式を日本電気システム建設株式会社へ譲渡

いたしました。 

 (1) 会社分割及び事業譲渡の目的 

  装置事業について、事業拡大を現実のものとするた

め、シナジー効果を期待できる日本電気システム建設

株式会社へ譲渡することにより、同社の傘下企業とし

て、今後の成長を期するものであります。 

 (2) 会社分割の方法 

  当社を分割会社とし、新設する東洋ネットワークシ

ステムズ株式会社を承継会社とする簡易新設分割であ

ります。 

 (3) 新設会社の概要 

 (4) 譲渡する相手会社の名称等 

 (5) 譲渡価額 

3,410百万円 

商号 
東洋ネットワークシステムズ
株式会社 

事業内容 

紙幣識別装置や自動券売機等
の貨幣処理事業およびPLC(電
力線搬送)やCWDM(低密度波長
多重)等の有線事業 

本店所在地 
神奈川県川崎市幸区塚越三丁
目484番地 

代表者 代表取締役社長 齊藤 寛 

資本金 400百万円 

従業員数 286人 

承継する総資産 9,824百万円

承継する負債 7,824百万円
承継する純資産 2,000百万円

名称 日本電気システム建設株式会
社 

住所 東京都品川区東品川一丁目39
番９号 

代表者 代表取締役社長 馬場 征彦
事業の内容 ネットワーク及びネットワー

ク／ITに関する、企画、コン
サルティングや設計・構築な
ど、ソリューションサービス
の提供および国内約200ヶ所
の保守サービス拠点による24
時365日対応のネットワーク
システムの保守・運用、監視
サービスの提供 

―――――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 新株予約権付社債の内容 

  

(注) 本新株予約権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の

全額の払込とする旨の請求があったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があったものとする。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額の総額 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

エプソントヨコム
㈱ 

130％コールオプ
ション条項付第３
回無担保転換社債
型新株予約権付社
債 (注)１ 

平成16年 
12月13日 

5,400 5,400 ― 無担保 
平成21年
12月11日 

合計 ― ― 5,400 5,400 ― ― ― 

発行すべき株式の内容 新株予約権 
の発行価額 

株式の 
発行価格 
(円) 

発行価額
の総額 
(百万円)

新株予約権の行使
により発行した 
株式の発行価額の
総額(百万円) 

新株予約権
の付与割合
(％) 

新株予約権の行使期間 代用払込に
関する事項

当社普通株式 無償 425 5,400 ― 100
自 平成17年１月４日 
至 平成21年12月10日 (注) 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― ― 5,400 ― 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 169 6 5.5 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 8,137 2,535 1.7 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

247 13,835 1.6 平成21年 

合計 8,554 16,377 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

3,200 10,400 235 ― 



(2) 【その他】 

パーチェス法の適用に関する追加情報(企業結合が当期首に完了したと仮定したときの当期の連結損益計算書への

影響の概算額) 

取得企業であるセイコーエプソン株式会社の水晶事業は平成17年10月１日にセイコーエプソン株式会社から吸収

分割により切り出された事業であり、期首においてはセイコーエプソン株式会社の電子デバイス事業に所属してお

りました。 

今回事業統合の対象となったセイコーエプソン株式会社の水晶事業はセイコーエプソン株式会社の電子デバイス

事業の一部であり業績数値等の把握が困難なため記載を省略しております。 

なお、被取得企業である旧東洋通信機株式会社の平成17年４月１日から平成17年９月30日までの業績(連結)は以

下のとおりであります。 

  

売上高   16,824百万円

経常損失   713百万円

中間純利益   3,704百万円



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  10,238 8,652  

２ 受取手形  3,324 806  

３ 売掛金 ※２  11,359 15,172  

４ 有価証券  ― 9,998  

５ 製品  1,006 1,008  

６ 半製品  22 ―  

７ 原材料  1,503 2,335  

８ 仕掛品  2,816 1,560  

９ 貯蔵品  76 154  

10 前払費用  0 91  

11 繰延税金資産  956 3,165  

12 未収消費税等  274 758  

13 未収入金 ※２  1,415 4,700  

14 その他  4 1  

  貸倒引当金  △54 ―  

流動資産合計  32,943 53.0 48,405 57.2

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１     

１ 建物  5,036 8,457  

２ 構築物  282 421  

３ 機械及び装置  5,276 8,659  

４ 車両及び運搬具  0 0  

５ 工具・器具及び備品  608 870  

６ 土地  1,047 1,172  

７ 建設仮勘定  366 453  

有形固定資産合計  12,618 20.3 20,036 23.7

(2) 無形固定資産     

１ 借地権  1 55  

２ 商標権  ― 17  

３ ソフトウェア  ― 34  

４ 電話加入権  15 19  

５ その他  0 0  

無形固定資産合計  17 0.1 127 0.1



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  1,084 1,947  

２ 関係会社株式  2,990 4,964  

３ 出資金  179 179  

４ 関係会社出資金  1,205 1,096  

５ 従業員長期貸付金  5 5  

６ 敷金  78 52  

７ 繰延税金資産  9,124 6,999  

８ 長期前払費用  ― 7  

９ 長期未収入金 ※２  1,812 791  

10 その他  62 90  

投資その他の資産計  16,543 16,135  

貸倒引当金  △19 △62  

投資その他の資産合計  16,523 26.6 16,073 19.0

固定資産合計  29,159 47.0 36,237 42.8

資産合計  62,102 100.0 84,642 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  841 1,258  

２ 買掛金 ※２  11,406 13,106  

３ 短期借入金  100 ―  

４ 一年内返済予定の 
  長期借入金 

 8,000 2,400  

５ 未払金 ※２  1,452 2,910  

６ 未払費用  1,463 1,338  

７ 未払法人税等  107 98  

８ 前受金  45 59  

９ 預り金  189 63  

10 その他  49 21  

流動負債合計  23,655 38.1 21,258 25.1

Ⅱ 固定負債     

１ 新株予約権付社債 ※２  5,400 5,400  

２ 長期借入金  ― 13,600  

３ 退職給付引当金  7,769 7,874  

４ 役員退職慰労引当金  85 21  

５ 預り敷金・保証金  129 150  

固定負債合計  13,384 21.5 27,046 32.0

負債合計  37,039 59.6 48,304 57.1

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※４  9,560 15.4 9,560 11.3

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金  9,550 14,264  

資本剰余金合計  9,550 15.4 14,264 16.8

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  1,011 1,011  

２ 任意積立金     

 別途積立金 10,260 10,260 10,260 10,260  

３ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△) 

 △5,623 454  

利益剰余金合計  5,648 9.1 11,726 13.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※６  367 0.6 880 1.0

Ⅴ 自己株式 ※５  △63 △0.1 △94 △0.1

資本合計  25,062 40.4 36,337 42.9

負債・資本合計  62,102 100.0 84,642 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

 １ 売上高 ※３ 49,953 56,289   

 ２ 不動産賃貸収入 ※３ 618 50,572 100.0 678 56,967 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３    

 １ 期首製品棚卸高 664 1,006   

 ２ 当期製品製造原価 42,888 38,601   

 ３ 当期製品仕入高 ― 6,307   

   合計 43,553 45,915   

 ４ 期末製品棚卸高 1,006 1,008   

 ５ 他勘定へ振替高 ※１ 14 △108   

 ６ 不動産賃貸原価 ※２ 770 43,302 85.6 892 45,908 80.6

売上総利益  7,270 14.4 11,059 19.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※
４ 
５ 

  7,251 14.4 7,511 13.2

営業利益  19 0.0 3,547 6.2

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 5 3   

２ 受取配当金 ※３ 546 450   

３ 為替差益 ― 307   

４ その他 ※３ 660 1,213 2.5 663 1,425 2.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 169 193   

２ 社債利息 90 ―   

３ 社債発行費償却 25 ―   

４ その他 209 495 1.0 74 267 0.4

経常利益  737 1.5 4,705 8.3

Ⅵ 特別利益    

１ 装置事業売却益 ― 1,595   

２ 子会社出資金譲渡益 ― 367   

３ 投資有価証券売却益 ※３ 431 ―   

４ 業務用無線事業譲渡益 235 ―   

５ 防衛事業売却益 ※３ 176 843 1.6 ― 1,962 3.4

Ⅶ 特別損失    

１ 退職給付引当金繰入額 ― 1,539   

２ 固定資産除却損 ※６ 277 412   

３ リース解約損 ― 62   

４ 投資有価証券評価損 5 282 0.5 ― 2,014 3.5

税引前当期純利益  1,298 2.6 4,653 8.2

法人税、住民税 
及び事業税 

37 41   

法人税等調整額 1,613 1,650 3.3 △1,465 △1,424 △2.5

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 △352 △0.7 6,078 10.7

前期繰越損失  5,271 5,623 

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

 △5,623 454 

     



製造原価明細書 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 ※１ 27,408 62.5 24,783 59.2

Ⅱ 労務費 7,332 16.7 6,606 15.8

Ⅲ 経費 ※２ 9,104 20.8 10,493 25.0

当期総製造費用 43,845 100.0 41,883 100.0

期首仕掛品棚卸高 4,761 2,816  

合計 48,606 44,700  

期末仕掛品棚卸高 2,816 1,560  

他勘定振替高 ※３ 2,901 4,538  

当期製品製造原価 42,888 38,601  

     

前事業年度 当事業年度

(注) 原価計算の方法 
  水晶製品については製品特性・製造工程の類似する
製品群を原価計算単位とする標準総合原価計算を採用
しております。 
  水晶製品を除く製品原価の計算は個別原価計算の方
法により、製品別、ロット別に発行される製造命令に
従って、実際原価により計算集計されております。 
  但し、直接材料費及び直接経費以外の材料費、加工
費については予定率によって各製造命令別に配賦して
おります。 
  標準総合原価計算及び個別原価計算による実際発生
額との差額は原価差額として税法基準により調整し、
製品、半製品、仕掛品及び売上原価に再配賦して処理
しております。 

(注) 原価計算の方法
  製品特性・製造工程の類似する製品群を原価計算単
位とする標準総合原価計算を採用しております。 
  標準総合原価計算による実際発生額との差額は原価
差額として税法基準により調整し、製品、仕掛品及び
売上原価に再配賦して処理しております。 

  ※１ 材料費のうちには関係会社からの仕入高が
7,818百万円含まれております。 

 ※１ 材料費のうちには関係会社からの仕入高が
14,250百万円含まれております。 

  ※２ 製造経費のうち主なものは次のとおりであり
ます。 

減価償却費 2,224百万円 

試験研究費 1,312 〃 

動力費 719 〃 

消耗品費 516 〃 

 ※２ 製造経費のうち主なものは次のとおりであり
ます。 

減価償却費 2,866百万円 

外注加工費 2,623 〃 

動力費 748 〃 

試験研究費 539 〃 

  ※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま
す。 

防衛事業分割 2,404百万円

業務用無線事業譲渡 251 〃 

固定資産 112 〃 

販売費及び一般管理費 
(試験研究費等)他 

133 〃 

計 2,901百万円

 ※３ 他勘定振替高の内訳は次のとおりでありま
す。 

企業結合による増加高 △585百万円 

装置事業分割 1,822 〃 

有償支給高 1,048 〃 

製品仕入振替高 794 〃 

固定資産 717 〃 
販売費及び一般管理費
(試験研究費等)他 

740 〃 

計 4,538百万円 



③ 【利益処分計算書又は損失処理計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

損失処理計算書     利益処分計算書 

    
前事業年度 

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
注記
番号

金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失     5,623 Ⅰ 当期未処分利益   454

Ⅱ 損失処理額     ― Ⅱ 利益処分額   ―

Ⅲ 次期繰越損失     5,623 Ⅲ 次期繰越利益   454

        



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 満期保有目的の債券 

  償却原価法 

 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

同左 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法 

 なお、評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定しており

ます。 

  

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品・半製品・仕掛品 

  総平均法による原価法 

  ただし、一部については個別法による原価法を採用

しております。 

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 製品・仕掛品 

  総平均法による低価法 

 原材料・貯蔵品 

  移動平均法による原価法 

 原材料・貯蔵品 

  総平均法又は移動平均法による低価法 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によって

おります。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 

 社債発行費 

   発生時に全額費用として処理しております。 

――――― 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間(18年)による按分額を費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間(14年～15年)による按分額を

翌期より費用処理しております。 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

 過去勤務債務については、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生時より

損益処理しております。 

 数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５

年)による定額法により按分した額をそれぞれの発

生の翌期から損益処理することとしております。 

(追加情報) 

 当社は、セイコーエプソン株式会社の水晶事業と

の事業統合に伴い、平成17年10月１日の事業統合時

の過去勤務債務及び数理計算上の差異1,539百万円

を退職給付引当金に計上しました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して営

業利益、経常利益は157百万円増加し、税引前当期

純利益は1,382百万円減少しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用しております。 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ取引 

 ヘッジ対象…キャッシュ・フローが固定され、そ

の変動が回避されるもの 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

 金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺す

る目的で行なっております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ

効果が極めて高いことから事前、事後の検証は行な

っておりません。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (5) リスク管理 

 金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基

づいております。なお、取引の実行管理は経理部で

行っております。 

 (5) リスク管理 

 金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基

づいております。なお、取引の実行管理は財務経理

部で行っております。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (棚卸資産の評価基準) 

 従来、棚卸資産の評価基準及び評価方法は、製品、仕

掛品については総平均法による原価法(ただし、一部に

ついては個別法による原価法)、原材料・貯蔵品につい

ては、移動平均法による原価法を採用しておりました

が、当期より製品、仕掛品については総平均法による低

価法、原材料・貯蔵品は総平均法又は移動平均法による

低価法に変更いたしました。この変更は、当社とセイコ

ーエプソン株式会社の水晶事業との事業統合にともな

い、当社がセイコーエプソン株式会社の子会社となった

ため、セイコーエプソングループとして会計処理の統一

を図ったことによります。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

(退職給付引当金の計上基準) 

 従来、過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間による按分額を費用処理しており、

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間による按分額を翌期より費用処理してお

りましたが、当期より、過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５

年)による定額法により按分した額を費用処理し、数理

計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数(５年)による定額法により按

分した額を翌期より費用処理しております。この変更

は、当社とセイコーエプソン株式会社の水晶事業との事

業統合にともない、当社がセイコーエプソン株式会社の

子会社となったため、セイコーエプソングループとして

会計処理の統一を図ったことによります。 

 なお、５引当金の計上基準(2)退職給付引当金の(追加

情報)に記載のとおり、事業統合に伴い統合時の過去勤

務債務及び、数理計算上の差異を退職給付引当金に計上

したため、会計処理の変更による損益に与える影響はあ

りません。 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を当期から適

用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 43,961百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 58,780百万円

※２ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 2,236百万円

未収入金 1,367 〃

長期未収入金 1,196 〃

買掛金 1,267 〃

※２ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

未収入金 2,676百万円

買掛金 3,926 〃 

未払金 1,299 〃 

新株予約権付社債 2,700 〃 

――――― ３ 輸出為替手形割引高 11百万円

※４ 会社が発行する株式 普通株式 200,000,000株

   発行済株式総数   普通株式 56,246,174〃

※４ 会社が発行する株式   

          普通株式 680,000,000株

          甲種種類株式 20,000,000〃

  発行済株式総数   

          普通株式 155,246,174株

          甲種種類株式 20,000,000〃

※５ 自己株式の保有数 

    普通株式 163,275株

※５ 自己株式の保有数 

   普通株式 203,574株

※６ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が367百万

円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 

※６ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が880百万

円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 製品の他勘定へ振替高は、業務用無線事業譲渡に

よるものであります。 

※１ 製品の他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであり

ます。 

企業結合による増加高 △501百万円

装置事業分割 363 〃 

販売費及び一般管理費他 29 〃 

※２ 不動産賃貸原価の主なものは、次のとおりであり

ます。 

賃借料 289百万円

減価償却費 125 〃

※２ 不動産賃貸原価の主なものは、次のとおりであり

ます。 

賃借料 332百万円

減価償却費 152 〃 

※３ 関係会社に係る注記 

   関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

売上高 10,692百万円

不動産賃貸収入 163 〃

受取配当金 332 〃

その他営業外収益 253 〃

投資有価証券売却益 424 〃

防衛事業売却益 176 〃

※３ 関係会社に係る注記 

   関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

仕入高 14,250百万円

受取配当金 204 〃 

その他営業外収益 325 〃 

※４ 販売費及び一般管理費 

 (1) 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運送費 919百万円

給料手当 2,333 〃

退職給付費用 538 〃

減価償却費 124 〃

※４ 販売費及び一般管理費 

 (1) 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運送費 733百万円

給料手当 2,155 〃 

退職給付費用 419 〃 

減価償却費 96 〃 

 (2) 販売費に属する費用のおおよその割合は43.1％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56.9％であります。 

 (2) 販売費に属する費用のおおよその割合は37.3％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

62.7％であります。 

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は384百万円で

あります。 

※５ 一般管理費に含まれる研究開発費は405百万円で

あります。 

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

機械及び装置 100 〃

工具・器具及び備品他 171 〃

計 277百万円

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 57百万円

機械及び装置 318 〃 

車両及び運搬具 0 〃 

工具・器具及び備品他 36 〃 

計 412百万円



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

    
機械装置 
及び運搬具 
(百万円) 

  
工具・器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額 

  1,188  356  1,545

減価償却 
累計額 
相当額 

  950  166  1,116

期末残高 
相当額 

  238  189  428

 なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

機械装置
及び運搬具 
(百万円) 

工具・器具 
及び備品 
(百万円) 

  
合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 

385 291  676

減価償却
累計額 
相当額 

342 119  461

期末残高
相当額 

43 172  215

② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 208百万円

１年超 219 〃 

 合計 428百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

１年以内 98百万円

１年超 117 〃 

合計 215百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  支払リース料 426百万円

  減価償却費相当額 426百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料 192百万円

 減価償却費相当額 192百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

   未経過リース料 

１年以内 373百万円

１年超 1,819 〃 

合計 2,192百万円



(有価証券関係) 

前事業年度及び当事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動)     

  未払賞与否認 350百万円

  棚卸資産否認 465 〃

  その他 139 〃

  繰延税金資産(流動)合計 956百万円

繰延税金資産(固定)    

  減価償却超過 1,353百万円

  退職給付引当金否認 3,136 〃

  退職給付信託(簿価) 522 〃

  役員退職慰労引当金否認 34 〃

  ソフトウェア否認 414 〃

  ゴルフ会員権評価損否認 45 〃

  繰越欠損金 6,376 〃

  その他 42 〃

  繰延税金資産(固定)小計 11,926百万円

  評価性引当額 △2,550 〃

  繰延税金負債(固定)との相殺 △251 〃

  繰延税金資産(固定)合計 9,124百万円

繰延税金負債(固定)    

  その他有価証券評価差額金 251百万円

  繰延税金資産(固定)との相殺 △251 〃

  繰延税金負債(固定)合計 ―百万円

繰延税金資産の純額 10,080百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

繰越欠損金 4,712百万円

退職給付引当金 3,197 〃 

固定資産(減損及び償却超過) 1,573 〃 

退職給付信託(簿価) 757 〃 

未払賞与等 313 〃 

棚卸資産(未実現利益及び評
価減) 

224 〃 

その他 199 〃 

繰延税金資産小計 10,978百万円

評価性引当額 △190 〃 

繰延税金資産合計 10,788百万円

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △601百万円

その他 △22 〃 

繰延税金負債小計 △623百万円

繰延税金資産の純額 10,164 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 40.6％

   (調整) 

  
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.4％

  
受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△3.1％

  評価性引当額 85.3％

  住民税均等割 2.0％

  その他 0.9％

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

127.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

(調整)   

評価性引当額 △71.6％ 

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△0.6％ 

住民税均等割 0.5％ 

その他 0.5％ 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

△30.6％ 



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

連結財務諸表における(重要な後発事象)の項に記載のとおりであります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 446.89円 １株当たり純資産額 207.59円

１株当たり当期純損失 6.28円 １株当たり当期純利益 52.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純利益       6,078百万円 

 普通株式に係る当期純利益       6,078百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数      105,430,474株 

 甲種種類株式の期中平均株式数     9,972,602株 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた当期純利益調整額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いら

れた潜在株式の概要 

 130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額面金額5,400百万円) 

 潜在株式の数            12,705,882株 

 詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等

(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載

のとおりであります。 

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

47.45円

１株当たり当期純損失の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純損失        352百万円 

 普通株式に係る当期純損失        352百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数      56,106,779株 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

 130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額面金額5,400百万円) 

 潜在株式の数            12,705,882株 

 詳細については、第５経理の状況１連結財務諸表等

(1)連結財務諸表⑤連結附属明細表の社債明細表に記載

のとおりであります。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

日本電気硝子㈱ 145,530 426

住友信託銀行㈱ 272,286 370

㈱横浜銀行 303,337 292

㈱りそなホールディングス 633 256

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 97 175

㈱大和証券グループ本社 81,954 129

㈱三井住友フィナンシャルグループ 88 114

三菱電機㈱ 50,000 49

㈱国際電気通信基礎技術研究所 380 19

三井住友海上火災保険㈱ 10,900 17

その他18社18銘柄 295,049 95

計 1,160,255 1,947

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 
満期保有目的の 
債券 

ネクサスF 03LB CP 2,000 1,999

第700回割引あおぞら債券 2,000 1,999

クレセールF 08TB CP 2,000 1,999

ガネットセブンF 007B CP 2,000 1,999

エイペックスF 1FDB CP 1,000 999

エイペックスF 1FZB CP 1,000 999

計 10,000 9,998



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主な内訳は次のとおりであります。 

  

当期減少額のうち主な内訳は次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 16,663 9,368 257 25,774 17,317 616 8,457

 構築物 1,350 537 37 1,850 1,429 36 421

 機械及び装置 31,353 16,743 4,830 43,267 34,607 2,237 8,659

 車両及び運搬具 6 3 1 7 7 0 0

 工具・器具 
 及び備品 

5,791 3,028 2,529 6,290 5,420 211 870

 土地 1,047 127 1 1,172 ― ― 1,172

 建設仮勘定 366 1,152 1,064 453 ― ― 453

有形固定資産計 56,579 30,961 8,721 78,817 58,780 3,102 20,036

無形固定資産       

 借地権 1 54 ― 55 ― ― 55

 商標権 ― 18 ― 18 0 0 17

 ソフトウェア ― 336 0 335 301 6 34

 電話加入権 15 7 3 19 ― ― 19

 その他 1 0 ― 1 0 0 0

無形固定資産計 18 416 4 430 303 7 127

長期前払費用 ― 119 ― 119 111 7 7

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 水晶事業統合による増(伊那事業所建物他) 9,118百万円

機械及び装置 水晶事業統合による増(伊那事業所生産設備他) 15,426百万円

工具・器具及び備品 水晶事業統合による増(伊那事業所器具・備品他) 2,709百万円

建設仮勘定 有形固定資産の増加に対応するもの 1,152百万円

機械及び装置 SAWフィルタ生産設備除却 1,541百万円

  TCXO・VCXO等生産設備除却 1,351百万円

  生産設備の海外子会社移管分 575百万円

  光学水晶等生産設備除却 465百万円

工具・器具及び備品 装置事業の会社分割による減 1,955百万円

建設仮勘定 有形固定資産本勘定への振替 1,044百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 平成17年10月１日を分割期日として、セイコーエプソン株式会社から同社の水晶事業を承継する分社型吸収分割を行いま

した。当社は分割の対価としてセイコーエプソン株式会社に普通株式99,000,000株、甲種種類株式20,000,000株を割当交

付いたしました。 

２ 資本準備金の当期増加額は、セイコーエプソン株式会社の水晶事業を吸収分割により承継したことによる増加額でありま

す。 

３ 当期末における自己株式数は203,574株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、装置事業の会社分割によるもの11百万円及び洗替処理に基づく戻入額62

百万円であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 9,560 ― ― 9,560

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (56,246,174) (99,000,000) (    ―) (155,246,174)

普通株式 (百万円) 9,560 ― ― 9,560

甲種種類株式 (株) ― (20,000,000) (    ―) (20,000,000)

甲種種類株式 (百万円) ― ― ― ―

計 (株) (56,246,174) (119,000,000) (    ―) (175,246,174)

計 (百万円) 9,560 ― ― 9,560

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

資本準備金      

 株式払込剰余金 (百万円) 9,550 ― ― 9,550

 吸収分割により
 承継したことに 
 よる増 

(百万円) ― 4,713 ― 4,713

計 (百万円) 9,550 4,713 ― 14,264

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 1,011 ― ― 1,011

任意積立金      

 別途積立金 (百万円) 10,260 ― ― 10,260

計 (百万円) 11,271 ― ― 11,271

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金   (注) 73 62 0 73 62

役員退職慰労引当金 85 14 78 ― 21



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金  

当座預金 7,235

普通預金 412

定期預金 1,000

別段預金 1

計 8,649

合計 8,652

相手先 金額(百万円)

古野電気㈱ 146

シチズンミヨタ㈱ 97

ソニーサプライチェーンソリューション㈱ 90

ミツミ電機㈱ 80

㈱リコー 64

その他 325

計 806

決済期日 金額(百万円)

平成18年４月 203

  〃 ５月 211

  〃 ６月 171

  〃 ７月 162

  〃 ８月 56

計 806



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(百万円)

EPSON SINGAPORE PTE.LTD. 1,917

EPSON HONG KONG LTD. 1,577

EPSON ELECTRONICS AMERICA,INC. 971

EPSON EUROPE ELECTRONICS GMBH 948

EPSON TAIWAN TECHNOLOGY & TRADING LTD. 776

その他 8,980

計 15,172

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  (Ａ)＋(Ｄ)   
  ２   
  (Ｂ)   
  365   

11,359 56,967 53,154 15,172 77.8 85.0



④ 製品 
  

  

⑤ 原材料 
  

  

⑥ 仕掛品 
  

  

⑦ 貯蔵品 
  

  

区分 金額(百万円)

QZビジネスユニット 251

ATビジネスユニット 367

SAWビジネスユニット 73

オプトビジネスユニット 316

計 1,008

区分 金額(百万円)

QZビジネスユニット 480

ATビジネスユニット 1,083

SAWビジネスユニット 105

オプトビジネスユニット 666

計 2,335

区分 金額(百万円)

QZビジネスユニット 481

ATビジネスユニット 656

SAWビジネスユニット 239

オプトビジネスユニット 183

計 1,560

区分 金額(百万円)

QZビジネスユニット 70

ATビジネスユニット 24

SAWビジネスユニット 14

オプトビジネスユニット 43

その他 1

計 154



⑧ 未収入金 

相手先別内訳 

  

  

⑨ 関係会社株式 

  

  

相手先 金額(百万円)

EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. 1,150

アイティー・エステート㈲(匿名組合出資配当金) 819

愛普生拓伏科梦水晶元器件(無錫)有限公司 728

オリエント時計㈱ 618

EPSON TOYOCOM (THAILAND) LTD. 552

その他 831

計 4,700

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式)  

PT.EPSON TOYOCOM INDONESIA 1,252

EPSON TOYOCOM(THAILAND)LTD. 1,213

EPSON TOYOCOM SEATTLE,INC. 1,208

EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. 1,171

トヨコム商事株式会社 34

TOYOCOM U.S.A.,INC. 24

TOYOCOM ASIA PTE.LTD. 20

TOYOCOM HONG KONG LIMITED 20

株式会社トヨコムシステムズ 10

東通水晶株式会社 10

計 4,964



⑩ 繰延税金資産(固定) 

  

(注) 税効果会計関係注記参照 

  

⑪ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

繰延税金資産(固定) 6,999

計 6,999

相手先 金額(百万円)

オリエント時計㈱ 1,189

㈱ヒューモラボラトリー 27

㈱カイジョー 11

KOA㈱ 6

三井鉱山マテリアル㈱ 5

その他 18

計 1,258

決済期日 金額(百万円)

平成18年４月 437

  〃 ５月 428

  〃 ６月 372

  〃 ７月 19

  〃 ８月 1

計 1,258



⑫ 買掛金 

  

(注) NECリース㈱に対する買掛金は、一括ファクタリング取引に関する契約に基づき当社取引先が当社に対する債権をNECリース

㈱に譲渡した結果発生したものであります。 

  

⑬ 一年内返済予定の長期借入金 

  

  

⑭ 新株予約権付社債 

  

  

⑮ 長期借入金 

  

  

相手先 金額(百万円)

NECリース ㈱ 2,718

EPSON TOYOCOM MALAYSIA SDN.BHD. 2,270

京セラ㈱ 1,083

SUZHOU EPSON CO.,LTD. 776

㈱住友金属エレクトロデバイス 604

その他 5,652

計 13,106

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 1,200

㈱三井住友銀行 600

㈱三菱東京UFJ銀行 360

住友信託銀行㈱ 240

計 2,400

銘柄 金額(百万円)

130％コールオプション条項付第３回無担保転換社債
型新株予約権付社債 

5,400

計 5,400

借入先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 6,800

㈱三井住友銀行 3,400

㈱三菱東京UFJ銀行 2,040

住友信託銀行㈱ 1,360

計 13,600



⑯ 退職給付引当金 

  

  

区分 金額(百万円)

退職給付債務 12,717

未認識数理計算上の差異 1,236

年金資産 △6,079

計 7,874



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券及び100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 株券１枚につき300円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるセイコーエプソン株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  
  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

            

(2) 
  

臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号及び第４号の規定に
基づく臨時報告書 

  平成17年10月３日 
関東財務局長に提出。 

(3)  半期報告書 (第82期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月20日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

東洋通信機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋通

信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

洋通信機株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事項(２)重要な減価償却資産の減

価償却の方法①有形固定資産」に記載されているとおり、海外子会社１社が一部の機械装置(製造設備)について減価償

却の方法を定率法から定額法に変更した。 

(重要な後発事象)１に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及

び負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継することを主な内容とする会社分割契約が平成17年６月29日の株主

総会で承認された。 

(重要な後発事象)２に記載されているとおり、会社は装置事業を平成17年５月１日付で東洋ネットワークシステムズ

株式会社へ会社分割により承継移転し、平成17年６月１日をもって同社株式を日本電気システム建設株式会社へ譲渡し

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エ

プソントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

東洋通信機株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋通

信機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋通

信機株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(重要な後発事象)１に記載されているとおり、平成17年10月１日付で分社型会社分割による吸収分割を行い、資産及

び負債の一部をセイコーエプソン株式会社より承継することを主な内容とする会社分割契約が平成17年６月29日の株主

総会で承認された。 

(重要な後発事象)２に記載されているとおり、会社は装置事業を平成17年５月１日付で東洋ネットワークシステムズ

株式会社へ会社分割により承継移転し、平成17年６月１日をもって同社株式を日本電気システム建設株式会社へ譲渡し

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

エプソントヨコム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エプソ

ントヨコム株式会社(旧社名 東洋通信機株式会社)の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  髙  山     勉  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  高  田  重  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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